
令和５年度第１回さいたま市健康づくり・食育推進協議会 

 

日時：令和 5年 5月 25 日（木）10 時 00 分～11 時 30 分 

場所：さいたま市役所 議会棟 第６委員会室 

 

次   第 

１ 開会 

２ 挨拶 

３ 議事 

⑴ 会長の選出 

 

⑵ 次期さいたま市健康増進計画の策定について 資料１、資料２、資料３、資料４ 

                          参考資料１－１、参考資料１－２ 

４ その他 

５ 閉会 



さいたま市健康づくり・食育推進協議会委員名簿 

（令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで） 

 

令和５年５月２５日現在  

 氏 名 所 属 備 考 

１ 秋山
あきやま

 佳代
か よ

 
人間総合科学大学 人間科学部 

ヘルスフードサイエンス学科 講師 
 

２ 内山
うちやま

 麻
ま

里子
り こ

 市民公募委員  

３ 大塚
おおつか

 弘美
ひろみ

 
さいたま市私立保育園協会 食育部 部長 

（いちご桜保育園 園長） 
 

４ 小川
お が わ

 実
み

登里
ど り

 埼玉県栄養士会 常任理事  

５ 落合
おちあい

 美智子
み ち こ

 市民公募委員  

６ 小林
こばやし

 孝行
たかゆき

 
さいたま商工会議所 中小企業振興部  

小規模経営支援課 
 

７ 近藤
こんどう

 正直
まさなお

 さいたま市薬剤師会 副会長  

８ 佐藤
さとう

 郁恵
いくえ

 
全国健康保険協会埼玉支部 

企画総務部 保健グループ長 
 

９ 篠原
しのはら

 香魚子
あ ゆ こ

 ＮＰＯ法人浦和スポーツクラブ 理事  

１０ 菅野
すがの

 千香子
ち か こ

 
さいたま市ＰＴＡ協議会 

（さいたま市立上落合小学校 ＰＴＡ会長） 
 

１１ 並木
なみき

 良 作
りょうさく

 さいたま市保健愛育会 理事  

１２ 服部
はっとり

 真理子
ま り こ

 
埼玉県立大学 保健医療福祉学部 

看護学科 准教授 
 

１３ 松本
まつもと

 敏雄
としお

 さいたま市自治会連合会 会長  

１４ 湊
みなと

 旬子
じゅんこ

 さいたま市食生活改善推進員協議会 理事  

１５ 桃木
ももき

 茂
しげる

 
さいたま市４医師会連絡協議会 

大宮医師会 副会長 
 

１６ 角田
つのだ

 丈
じょう

治
じ

 さいたま市歯科医師会 会長  

（敬称略）  



所　　属 役　　職 氏　　名

1 西区役所保健センター 所長 斉木　美佳

2 西区役所保健センター
主幹

（管理栄養士）
武田　真理子

3 北区役所保健センター
所長補佐兼健康づくり係長

（保健師）
小林　裕美子

4 保健所　地域保健支援課 主任（保健師） 髙木　悠浩

5 農業政策課 主任 佐藤　真一

6 健康教育課 主任指導主事兼係長 西川　裕樹

（事務局）

所　　属 役　　職 氏　　名

1 保健衛生局　保健部 部長 齋藤　貴弘

2 保健衛生局　保健部 副理事（保健師） 今野　弘美

3 保健衛生局　保健部　保健衛生総務課 課長 浅野　昌則

4 保健衛生局　保健部　保健衛生総務課 主幹（保健師） 永井　敏子

5 保健衛生局　保健部　保健衛生総務課 係長 谷島　由香

6 保健衛生局　保健部　保健衛生総務課 主査（保健師） 松本　久美子

7 保健衛生局　保健部　保健衛生総務課 主査 玉虫　雅人

8 保健衛生局　保健部　保健衛生総務課 管理栄養士 中山　綾
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さいたま市健康づくり・食育推進協議会設置要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の健康増進計画及び食育推進計画を市民、民間団体、

関係機関、事業者、行政等が一体となって総合的に推進するため、さいたま市

健康づくり・食育推進協議会（以下「協議会」という。）を設置し、その組織

及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌） 

第２条 協議会の構成員は、次に掲げる事項について、意見を述べる。  

⑴ 本市の健康増進計画及び食育推進計画の策定に関すること。 

⑵ 健康増進計画及び食育推進計画の進行管理に関すること。 

⑶ 健康づくり及び食育の推進に関すること。 

⑷ 健康づくり及び食育に関し情報の収集及び共有並びに市民への周知に関

すること。  

⑸ その他健康づくり及び食育に関し必要と認められること。  

（組織） 

第３条 協議会は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ 学識経験を有する者 

⑵ 保健医療福祉関係者 

⑶ 市民団体関係者 

⑷ 職域団体関係者 

⑸ 公募による市民 

（任期） 

第４条 委員の任期は就任日の翌年度末とし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第５条 協議会に会長を置く。 

２ 会長は委員の互選により定める。 

３ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委

員が職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 会長は、特に必要があるときは、議事に関係のある者の出席を求め、その意

見を聴くことができる。 

３ 会議は「さいたま市附属機関等の会議の公開に関する要綱」に基づき、原則

として公開するものとする。 



（部会） 

第７条 協議会は、必要に応じて部会を置くことができる。 

（事務局） 

第８条 協議会の事務を処理するため、保健衛生局保健部保健衛生総務課を事務

局とする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（さいたま市健康づくり推進協議会設置要綱の廃止） 

２ さいたま市健康づくり推進協議会設置要綱は、廃止する。 

（さいたま市食育推進協議会設置要綱の廃止） 

３ さいたま市食育推進協議会設置要綱は、廃止する。 

   附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



 

さいたま市健康づくり・食育推進協議会運営要領 

 

（目的） 

第１条 本要領は、「さいたま市健康づくり・食育推進協議会設置要綱」に定めるもののほか、

さいたま市健康づくり・食育推進協議会（以下「協議会」という。）の事務、運営に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（議事録） 

第２条 会長は、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議事のほか、開会及び閉会の日時、出席委員及び欠席委員の氏名、その他会

長が必要と認める事項を記載するものとする。 

（傍聴の手続等） 

第３条 会議の傍聴を希望する者は、会議の前に、住所、氏名、その他会長が必要と認める事

項を告げて、会長の許可を得た上で、係員の指示に従い会場に入室するものとする。 

２ 傍聴人の人数は、傍聴席の状況により、会長が定める。 

３ 傍聴の許可は、原則として先着順に行うものとする。 

（傍聴することができない者） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴することができない。 

⑴ 酒気を帯びていると認められる者 

⑵ 会議の妨害となる恐れのある器物を携帯している者 

⑶ 前２号に掲げる者のほか、会長が傍聴を不適当と認める者 

（傍聴人の禁止行為等） 

第５条 傍聴人は、次に掲げる行為をしてはならない。 

⑴ みだりに傍聴席を離れること。 

⑵ 私語、談話又は拍手等をすること。 

⑶ 議事に批評を加え、又は賛否を表明すること。 

⑷ 許可なく飲食又は喫煙すること。 

⑸ 許可なく録音機、写真機、撮影機その他これらに類するものを持ち込み、使用すること。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、会議の妨害となるような挙動をすること。 

２ 前項に掲げるもののほか、傍聴人は会長の指示に従わなければならない。 

３ 第１項に掲げる行為を行った場合又は第２項に違反した場合、会長は当該傍聴人の傍聴を

禁止、もしくは退席させることができる。 

（その他） 

第６条 この要領に定めるもののほか、協議会の事務、運営に関し必要な事項は、会長が別に

定める。 

 

附 則 

この要領は、令和３年７月１日から施行する。 
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次期さいたま市健康増進計画 骨子（案） 

１ 計画の基本的な考え方 

（１） 計画策定の趣旨・背景 

 本市では、健康増進法の定めるところにより、国が策定した国民健康づくり運動である「健

康日本２１（第二次）」の地方計画に当たる「さいたま市ヘルスプラン２１（第２次）」を平成２

５年３月に策定し、市民一人ひとりの健康づくりを支援する取組を推進してきました。 

また、平成２４年１２月に本市が施行した「さいたま市歯科口腔保健の推進に関する条例」に

基づき、本市の歯科口腔保健の方向性を明確化し、歯科口腔保健に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために「さいたま市歯科口腔保健推進計画」を平成２７年３月に策定しました。 

さらに食育基本法に基づき、これまでの取組の成果と、現状や課題を踏まえ、食育に関する施

策を総合的計画的に推進していくため、平成３０年３月に「第３次さいたま市食育推進計画」を

策定し、健康づくりと食育の分野の取組を相互に進めてきました。  

令和３年６月に実施した市民調査「健康づくり及び食育についての調査」の結果では、健康に

ついての意識、受動喫煙の機会を有する人の割合や歯の健康についての指標等は改善され、市民

の健康寿命も延伸しています。しかし、若い世代の朝食欠食者、働き盛りの世代における肥満者

及び成人の多量飲酒者等の指標については悪化し、引き続き改善が必要な課題が明らかになって

います。 

「さいたま市ヘルスプラン２１（第２次）」、「さいたま市歯科口腔保健推進計画」及び「第３次さ

いたま市食育推進計画」が令和６年３月末に計画期間の終了を迎えることに伴い、これまでの取

組をさらに充実・発展させるとともに、社会環境の変化や新たな課題等に対応するため、「次期さ

いたま市健康増進計画」、「第２次さいたま市歯科口腔保健推進計画」及び「第４次さいたま市食

育推進計画」を策定します。 

なお、健康づくり、食育、歯科口腔の各分野は、それぞれが密接に関わることから、 計画の取

組の相乗効果と推進力を高めるため、３つの計画を統合し、一体化した計画とします。【図１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１】次期さいたま市健康増進計画の構成 

現在 令和６年度～ 

次期さいたま市健康増進計画

に統合する 

資料１ 
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（２） 計画の位置づけ 

 次期さいたま市健康増進計画は、

長期的な展望に基づき、都市づく

りの将来目標を示す市政の最も基

本となる「さいたま市総合振興計

画」や国・県の関連上位計画との

整合を図り、社会保障改革の動向

を踏まえて策定された「さいたま

市保健福祉総合計画」の部門別計

画の一つとして、「さいたまいきい

き長寿応援プラン」、「さいたま子

ども・青少年のびのび希望
ゆ め

プラン」、

「さいたま市障害者総合支援計

画」と整合を図りながら策定する

ものです。 

【図２】 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

本計画の計画期間は、国の次期プランとの整合を図り、令和 6（2024）年度から令和 17（2035）

年度までの 12 年間とします。なお、社会情勢の変化等によって見直しが必要になった場合には、

計画期間内であっても、適宜内容の見直しを図ることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２】計画の位置づけ 
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次々期計画策定
次々計画
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３ 基本方針 

 国の次期プランの方向性、本市の現計画の現状、市民調査の結果を鑑み、以下のとおりとしま

す。 

健康寿命の延伸～社会とつながって、続いていく健康づくり～ 

 

４ 基本目標 

 本計画においては、分野別の取組を総合的に推進していくため、２つの基本目標を定め、これ

らを中心に積極的な施策の展開を図ります。 

 なお、新たな基本目標は、前計画における課題を踏まえながら、すべての年代における市民の

持続可能な健康づくりを支援します。 

 

 

  

 １ 「節度ある飲酒」、「朝食の摂取」、「運動」、「適正体重の維持」に取り組む、健康的な

生活習慣の実践。 

 ２ 特定健康診査、がん検診、歯科健康診査の受診による健康管理の推進。 

 

 

 

 

１ 地域の資源を生かし、社会とのつながりを感じられる健康づくり 

２ 社会環境やニーズに応じながら継続できる健康づくり 

 

 

５ 分野別目標 

（１） がんの予防 大目標 がんの予防と早期発見の推進 

          中目標 がん検診の受診率の向上 

中目標 生活習慣の改善による発症予防 

    生活習慣の改善及びその習慣を継続することでがんの発症予防を図り、がん検診の

受診率の向上を図ります。 

 

（２） 循環器疾患・糖尿病の予防 大目標 予防と早期発見・早期治療の推進 

                 中目標 特定健康診査や人間ドックの受診率の向上 

                 中目標 生活習慣の改善による発症予防 

    生活習慣の改善による循環器疾患及び肥満対策、健康診査や人間ドックの受診率の

向上、糖尿病の早期治療と治療の継続による重症化予防を図ります。 

 

Ⅰ 若い世代から、生涯とぎれない健康づくり 

Ⅱ 地域と共につくる自分の健康 
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（３） 歯・口腔の健康・・・第２次さいたま市歯科口腔保健推進計画    

大目標 健康で質の高い生活のための歯科口腔保健の実現 

 中目標 歯科疾患の予防 

 中目標 生活の質の向上に向けた口腔機能の獲得・維持・向上 

 中目標 定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な方に対する 

歯科口腔保健 

    歯科疾患を予防し、口腔機能の獲得・維持・向上を図り、生涯を通じた歯と口腔の

健康づくりを推進します。 

 

（４） 栄養・食生活・・・第４次さいたま市食育推進計画 

大目標 食育の推進 

中目標 世代ごとの特徴をふまえた食生活の改善 

中目標 持続可能な食環境の整備 

    食育を通して、生涯を通じて心と身体の健康を培い、 豊かな人間性、自然への感謝の気

持ちを育みます。また、市民、地域、各種団体などと行政が協働し、 持続可能な食を支

える 環境づくりに取り組みます。 

 

（５） 身体活動・運動 大目標 生涯にわたる積極的な身体活動と運動習慣の形成 

            中目標 日常的に意識して取り組む運動習慣 

            中目標 ウォーキングを通じた健康づくり 

    次世代から活発な身体活動を獲得し、ウォーキングを中心とした身体活動の推進及

び運動習慣の定着を図り、ロコモティブシンドロームの予防を推進します。 

 

（６） 休養・こころの健康 

大目標 睡眠と休養の確保、悩みごとが相談できる環境の整備 

中目標 ストレスの解消 

中目標 悩みごとを相談できる環境づくり 

    睡眠による休養を確保し、日ごろから悩みごとを相談できる環境を作ります。 

 

（７） 喫煙 大目標 受動喫煙の防止と禁煙 

       中目標 喫煙率の減少 

       中目標 受動喫煙の機会の減少 

    たばこの害や COPD について理解し、次世代の喫煙をなくし、喫煙をやめたい人がや

められるための環境を作ります。 

 

（８） 飲酒 大目標 節度のある飲酒の啓発と 20 歳未満の飲酒防止 

       中目標 生活習慣病のリスクを高める飲酒量の啓発 

       中目標 20 歳未満の飲酒をなくす 

    生活習慣病のリスクを高める量の飲酒を防止し、妊娠中及び未成年者の飲酒を防止

します。 
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（９） ライフコース 

  ア．こども  将来、肥満にならないために若年期から運動習慣を形成し、２０歳未満

の飲酒や喫煙をなくす。 

イ．成人壮年期 働く世代は、健康づくりに費やす時間が十分にないため、企業や民間

団体と多様な健康づくりを推進する。 

  ウ．高齢者  フレイル予防のため、低栄養傾向の高齢者を減らし社会活動に参加する

機会を増やすことで、社会的な孤立を防ぐ。 

  エ．女性  ライフステージに応じて若年女性の「やせ」や将来的な骨粗鬆症の予防を

図る。また、生活習慣病のリスクを高める飲酒者や喫煙率を減少させる。 

  

 

６ 区別の評価および目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 

妊娠・乳幼児期 
（妊婦・就学前） 

基本方針 
健康寿命の延伸を目指して 
〜地域と共に 一人ひとりが健康づくり〜 

重点目標 
Ⅰ若い世代から、健康づくりを意識した生活スタイ
ルの獲得 
Ⅱ地域の環境や社会資源を活用した健康づくり 

基本的視点 
・生活習慣病の発症予防と重症化予防 
・生活習慣の改善に向けた取り組みの推進 
・健康を支え、守るための社会環境の整備の推進 

次世代 
（学童期・思春期） 

成壮年期 
（20 歳〜64 歳） 

高齢期 
（65 歳以上） 

が
ん
の
予
防 

が
ん
発
症
予
防
の
た
め
の
生
活
習
慣
の
継
続 

循
環
器
疾
患
・
糖
尿
病
の
予
防 

肥
満
者
の
増
加 

歯
・
口
腔
の
健
康 

 

歯
周
疾
患
と
高
齢
者
の
む
し
歯
の
増
加 

栄
養
・
食
生
活 

各
世
代
の
食
育
に
対
す
る
関
心
の
低
下 

身
体
活
動
・
運
動 

身
体
活
動
の
減
少 

休
養
・
こ
こ
ろ
の
健
康 

人
と
の
つ
な
が
り
の
低
下 

喫
煙 

喫
煙
率
、
受
動
喫
煙
の
さ
ら
な
る
減
少 

飲
酒 

多
量
飲
酒
者
の
増
加 

基本方針 
健康寿命の延伸を目指して 
〜社会とつながって、続いていく健康づくり〜 

こども 

基本目標 
Ⅰ若い世代から、生涯とぎれない健康づくり 
Ⅱ地域と共につくる自分の健康 

成人壮年期 

高齢者 

女性 

が
ん
の
予
防 

改
善
さ
せ
た
生
活
習
慣
を
継
続 

循
環
器
疾
患
・
糖
尿
病
の
予
防 

肥
満
対
策
の
取
組 

歯
・
口
腔
の
健
康 

健
康
で
質
の
高
い
生
活
の
た
め
の
歯
科
口
腔
保
健 

栄
養
・
食
生
活 

生
涯
を
通
じ
た
食
育
の
推
進 

身
体
活
動
・
運
動 

生
涯
に
わ
た
る
積
極
的
な
身
体
活
動 

休
養
・
こ
こ
ろ
の
健
康 

悩
み
ご
と
が
相
談
で
き
る
環
境
整
備 

喫
煙 

喫
煙
を
や
め
た
い
人
が
や
め
ら
れ
る
環
境
作
り 

飲
酒 

節
度
あ
る
飲
酒
の
推
進 

現状 
一人ひとりに向けた取組により、改善した項目も
あるが、目標に至っていない指標もある。 
 
課題 
一人ひとりに向けた健康づくりから一歩先へ進
め、社会全体での持続的な取組が必要である。 

現状 
・若い世代で獲得した生活習慣により、「健康で
あると意識している人の割合」は増加している一
方、高齢になると「健康でない」と感じる割合が
高くなっている。 
・健康づくりをより促進するため、健康無関心層
へのアプローチが必要だが、個々への対策では不
十分である。 
課題 
・若い世代から自分の健康に関心をもち、世代に
応じた運動、十分な睡眠やバランスのとれた食事
ができるような継続的な健康づくり支援が必要で
ある。 
・身近な地域で互いに支え合いながら自然に健康
になれる環境づくりの取組をさらに進めていく必
要がある。 

現状 
生活習慣の発症予防と重症化予防に
ついて８分野の目標を定め、取組を
推進した結果、改善した指標と依然
悪化傾向の指標がある。 
課題 
右記体系に基づき取り組むことで指
標の動向を確認しつつ、引き続き 8
分野の目標達成に向け取り組む必要
である。 

基本的視点を踏まえ、ライフコース
アプローチに基づく各 8 分野の取組
の推進 《

ラ
イ
フ
コ
ー
ス
》 

《
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
》 

資料２ 

各ライフステージに特有の健康づくりについて引き続き
取り組むことに加え、ライフコースアプローチにより市
民の生涯を経時的に捉えた健康づくりに取り組む。 

【現計画（さいたま市ヘルスプラン２１（第 2 次））】 【次期さいたま市健康増進計画】 

次期さいたま市健康増進計画 体系図（案） 

自然に健康になれる地域づくり 



次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

（０）健康の意識

大目標 中目標

1 65歳の健康寿命
埼
玉
県

衛
生
研

究
所

2 健康であると意識している人の割合

埼
玉
県
衛
生

研
究
所

目標指標

健康寿命の延伸 健康意識の向上

1

資料３



次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

（１）がんの予防

大目標 中目標

1 各種がん検診受診率：肺がん検診
地
域
保

健
支
援

課

2 各種がん検診受診率：大腸がん検診
地
域
保

健
支
援

課

3 各種がん検診受診率：胃がん検診
地
域
保

健
支
援

課

4 各種がん検診受診率：乳がん検診
地
域
保

健
支
援

課

5 各種がん検診受診率：子宮がん検診
地
域
保

健
支
援

課

6
【新規（今まではモニタリング】
健康診断や検査を受診している人の割合

市
民
調

査

1 各種がん検診精密検査受診率：肺がん検診
地
域
保

健
支
援

課

2 各種がん検診精密検査受診率：大腸検診
地
域
保

健
支
援

課

3 各種がん検診精密検査受診率：胃検診
地
域
保

健
支
援

課

4 各種がん検診精密検査受診率：乳がん検診
地
域
保

健
支
援

課

5 各種がん検診精密検査受診率：子宮がん検診
地
域
保

健
支
援

課

生活習慣の改善による
発症予防

1 がんの年齢調整死亡率（人口10万体）
人
口
動

態
統
計

目標指標

がんの予防と早期発見の推進

各種がん検診の受診率
の向上

各種がん検診精密検査
の受診率の向上

2



次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

大目標 中目標

1 特定健康診査の受診率

特
定
健
診

等
実
施
計

画

2 特定保健指導の実施率

特
定
健
診

等
実
施
計

画

3
【新規】
後期高齢者健康診査受診率

国
保
年

金
課

4
【新規】
骨粗鬆症検診受診率の向上

地
域
保

健
支
援

課

1
脳血管疾患の年齢調整死亡率の減少（人口10万人当たり）：
男性

人
口
動

態
統
計

2
脳血管疾患の年齢調整死亡率の減少（人口10万人当たり）：
女性

人
口
動

態
統
計

3
虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少（人口10万人当た
り）：男性

人
口
動

態
統
計

4
虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少（人口10万人当た
り）：女性

人
口
動

態
統
計

5
【変更】
高血圧の改善、収縮期血圧の平均（40歳～74歳未満、内服
加療中含む、年齢調整あり）：男

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

6
【変更】
高血圧の改善、収縮期血圧の平均（40歳～74歳未満、内服
加療中含む、年齢調整あり）：女

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

7
【変更】
脂質高値（LDLコレステロール160mg/dl）の者の減少（40歳
～74歳未満、内服加療中含む、年齢調整あり）：男

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

8
【変更】
脂質高値（LDLコレステロール160mg/dl以上）の者の減少
（40歳～74歳未満、内服加療中含む、年齢調整あり）：女

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

9
【新規】腎機能障害1級手帳所持者数

行

政

福

祉

統

計

10
血糖コントロール指標におけるコントロール不良者の割合の
減少（服薬ありの者で合併症予防の目標値である
HbA1c7.0%以上又は空腹時血糖130mmH以上の者の割合）

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

11 【新規】糖尿病有病者の増加の抑制

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

12 糖尿病治療継続者の割合

市

民

調

査

13
【新規】メタボリックシンドロームの該当者の減少（年齢調整
なし）：男性

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

14
【新規】メタボリックシンドロームの該当者の減少（年齢調整
なし）：女性

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

15
【新規】メタボリックシンドロームの予備群の減少（年齢調整
なし）：男性

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

16
【新規】メタボリックシンドロームの予備群の減少（年齢調整
なし）：女性

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

16 【新規】肥満者の減少（男性）

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

17 【新規】肥満者の減少（女性）

埼

玉

県

衛

生

研

究

所

18 【変更】適正体重を維持している者の増加

市

民

調

査

（2）循環器疾患・糖尿病の予防

目標指標

予防と早期発見・早期治療の推
進

特定健康診査や人間
ドックの受診率の向上

生活習慣の改善による
発症予防

3



次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

(3)　歯・口腔の健康

大目標 中目標

1
【新規】
３歳児歯科健康診査で4本以上のむし歯を有する幼児の
割合

地
域
保
健

支
援
課

2 １2歳児でむし歯のない生徒の割合

健
康
教
育

課

3
【新規】
20歳以上のむし歯がない者の割合

市
民
調
査

中学生・高校生における歯肉に炎症所見(歯周疾患）を有
する生徒の割合

健
康
教
育

課

4
【変更】
４０歳以上における歯周炎を有する者の割合

地
域
保
健

支
援
課

5 過去１年間に歯科検診を受診した者の割合

市
民
調
査

6 歯科検診を行っている事業所の割合

市
民
調
査

7
【新規】
４０歳以上における自分の歯が１９歯以下の者の割合

市
民
調
査

8
【変更】
５０歳以上における咀嚼良好者の割合

市
民
調
査

9 ８０歳代で２０歯以上の自分の歯を有する者の割合

地
域
保
健

支
援
課

10
障害者・障害児が利用する施設での過去１年間の歯科検
診実施数

障
害
政
策

課

11
要介護高齢者が利用する施設での過去１年間の歯科検
診実施数

介
護
保
険

課

12
【新規】
（仮称）さいたま市口腔保健センターの開設

保
健
衛
生

総
務
課

目標指標

健康で質の高い生活のための歯
科口腔保健の実現

歯科疾患の予防
（１）むし歯の予防による健全な
歯・口腔の機能の育成・保持の

達成

歯科疾患の予防
（２）歯周病の予防による健全な

歯・口腔の保持の達成

生活の質の向上に向け
た口腔機能の獲得・維

持・向上
（１）生涯を通じた口腔機能の獲

得・維持・向上

定期的に歯科検診又は
歯科医療を受けること
が困難な方に対する

歯科口腔保健
（１）定期的な歯科検診・歯科医

療の推進

4



次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

（４）　栄養・食生活

大目標 中目標

1 朝食を食べている人の割合
市
民
調

査

2 毎日3食野菜を食べている人の割合
市
民
調

査

3 【新規】毎日果物を食べている人の割合
【
新

】

市
民
調

査

4
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が1日2回以上の日がほぼ毎日
の者の割合（全体、若い世代）

市
民
調
査

5

適正体重の人の割合
⑴20～60歳代男性の肥満者の割合の減少
⑵40～60歳代女性の肥満者の割合の減少
⑶20～30歳代女性のやせの者の割合の減少
⑷低栄養傾向の高齢者（65歳以上）の割合の減少

市
民
調
査

6
【新規】
児童・生徒における肥満傾向児の割合

市
民
調

査

7 朝食または夕食を家族と一緒に食べる回数

市
民
調
査

8
食中毒を防ぐために、食品の保存方法、調理方法、調理器具の洗
浄・消毒方法に気をつけている人の割合（１６歳以上）

市
民
調
査

9
食品表示を見て食品を購入する人の割合
（16歳以上）

市
民
調
査

10
非常時に備え、食料や飲料水を備蓄している家庭の割合（15歳以下
の子どもがいる家庭）

市
民
調
査

11 残さず食べるなど、食品ロスの削減に取り組んでいる人の割合

市
民
調
査

12 小中学校における農業体験教室実施校
健
康
教

育
課

13 学校給食における地場産物の使用割合
健
康
教

育
課

14
食文化を大切にしている人の割合
　（16歳以上）

市
民
調

査

15 食育に関心を持っている人の割合（16歳以上）
市
民
調

査

16 「さいたま市食育なび」へのアクセス数
保
健
衛

生
総
務

課

目標指標

食育の推進

・世代ごとの特徴をとらえ
た食生活の改善

・持続可能な食環境の整
備

5



次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

（５）身体活動・運動

大目標 中目標

1
運動習慣のある人の割合（1回30分以上、週2回以上の
運動を1年以上継続）

市
民
調
査

2 【新規】1週間の総運動時間が60分未満の児童の割合

教
育
委
員
会

ウォーキングを通じた
健康づくり

1 【変更】日常生活における1日の歩数の平均値

市
民
調
査

目標指標

生涯にわたる積極的な身体活動
と運動習慣の形成

日常的に意識して取り
組む運動習慣
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次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

（6）休養・こころの健康

大目標 中目標

1 ストレスが解消できていない人の割合

市
民
調
査

2 身近に相談相手のいない人の割合

市
民
調
査

1
睡眠で休養が取れている者の増加（年齢調整なし）
←睡眠により休養を十分取れjない人の割合

市
民
調
査

2 睡眠の確保のためにアルコールを使用する人の割合

市
民
調
査

3 生きがいを持っている人の割合

市
民
調
査

4
【新規】
地域支援者の養成人数

5 地域住民でお互いに助け合っていると思う市民の割合

市
民
調
査

6
【新規】
社会活動を行っている者の増加

市
民
調
査

7 自殺者数の減少（人口10万人あたり）

さ
い
た
ま
市

保
健
統
計

目標指標

睡眠と休養の確保、悩みごとが
相談できる環境の整備

ストレスの解消

悩みごとを相談できる
環境づくり
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次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

大目標 中目標

1 【新規】COPDの死亡率の減少

市
保
健
統
計

2 喫煙率の減少：20歳以上の者の喫煙率（男）

市
民
調
査

3 喫煙率の減少：20歳以上の者の喫煙率（女）

市
民
調
査

4 喫煙率の減少：20歳未満の喫煙率

市
民
調
査

受動喫煙の減少 1 受動喫煙の機会を有する者の割合の低下（家庭）

市
民
調
査

受動喫煙の防止と禁煙

喫煙率の減少

（7）喫煙

目標指標

8



次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

大目標 中目標

1
生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の減少
20歳以上男性（1日当たり60ｇ以上摂取者の割合）

市
民
調
査

2
生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の減少
20歳以上女性（1日当たり20ｇ以上摂取者の割合）

市
民
調
査

20歳未満の飲酒をなく
す

1 20歳未満の飲酒者の割合

市
民
調
査

（８）飲酒

目標指標

節度のある飲酒の啓発と20歳未
満の飲酒防止

生活習慣病のリスクを
高める飲酒量の啓発

9



次期さいたま市健康増進計画　計画の体系（案）

大目標 中目標

1

教
育
委
員
会

2

市
民
調
査

3

市
民
調
査

4

市
民
調
査

ライフコースアプローチを踏まえ
た健康づくり

成人壮年期 1

保
健
衛
生
総

務
課

1

市
民
調
査

2

市
民
調
査

1

市
民
調
査

2

地
域
保
健

支
援

3

市
民
調
査

（９）ライフコース

ライフコースアプローチを踏まえ
た健康づくり

こども

ライフコースアプローチを踏まえ
た健康づくり

高齢者

 ＢＭＩ20 以下の高齢者（65 歳以上）の割合【分野：栄養の再掲】

いずれかの社会活動（就労・就学を含む。）を行っている高齢者（65歳以上）
の割合【分野：休養こころの健康一部再掲】

ライフコースアプローチを踏まえ
た健康づくり

女性

ＢＭＩ18.5 未満の 20～30 歳代女性の割合【分野：栄養の再掲】

骨粗鬆症検診受診率【再掲】

生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の減少
20歳以上女性（1日当たりの純アルコール20ｇ以上摂取者の割合）【再掲】

【新規】さいたま健幸ネットワーク加入団体数、健康経営認定
企業数の合計

目標指標

1週間の総運動時間が60分未満の児童の割合【再掲】

児童・生徒における肥満傾向児の割合【再掲】

20歳未満の飲酒者の割合【再掲】

20歳未満の喫煙率【再掲】
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次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討（案）

（０）健康の意識

根拠
ベースライン

（H24年）
中間値

（Ｈ28年）
目標値
（R5）

結果
（R3または

R4）
国　数値目標 現状値

目標値
（R14年度）

６５歳の健康寿命 日常生活に制限のない期間の平均

男性
16.96年
（H22)

17.31年
(H27)

延ばす 〇
17.92年
（R2)

健康寿命：男性
72.68 年（R１）
平均寿命：男性
81.41 年（R1）

女性
19.72年
（H22)

20.02年
(H27)

延ばす 〇
20.67年
（R2)

健康寿命：女性
75.38 年（R1）
健康寿命：女性
75.38 年（R1）

2 【継続】 82.5% 82.7% 増やす 〇 85.5%（R3）

日常生活に制限のない
期間の平均の下位４分
の１の都道府県の平均

男性 71.82 年
女性 74.63 年
（R1）

日常生活に制限
のない期間の平
均の上位４分の
１の都道府県の
平均の増加分を
上回る下位４分
の１の都道府県
の平均の増加
（R14）

65歳の健康寿命1

健康であると意識している人の割合

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

健康であると意識してい
る人の割合

【継続】

目標値 平均寿命
の増加分を上回
る健康寿命の増
加（R14）

1

資料４



次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討（案）

（１）がんの予防

根拠
ベースライン

（Ｈ24年）
中間値

（Ｈ28年）
目標値
（R5）

結果
（R3または

R4）
国　数値目標 現状値

目標値
（R14年度）

各種がん検診受診率 各種がん検診受診率 がん検診の受診率

1 肺がん検診 肺がん検診 26.5%(H23) 34.3%(H27) 40%(H28) × 27.8%（R3） 肺がん検診
男性53.4％
女性45.6％（R1）

2 大腸がん検診 大腸がん検診 23.7%(H23) 32.0%(H27) 40%(H28) × 24.6%（R3） 大腸がん検診
男性47.8％、
女性40.9％（R1）

3 胃がん検診 胃がん検診 20.4%(H23) 24.5%(H27) 40%(H28) × 20.4%（R3） 胃がん検診
男性48.0％、
女性37.1％（R1）

4 乳がん検診 乳がん検診 17.3%(H23) 25.8%(H27) 50%(H28) × 18.9%（R3） 乳がん検診 47.4%（R1）

5 子宮がん検診 子宮がん検診 21.9%(H23) 30.7%(H27) 50%(H28) × 26.1%（R3) 子宮がん検診 43.7%（R1）

6
健康診断や検査を受診して
いる人の割合

【新規】
市独自

74.2%（H24）78.4%（H28）76.1%（R3）

各種がん検診精密検査受診者の割合

7 肺がん検診 肺がん検診 74.3%(H22) 78.0%(H26) 90%(H28) × 83.4%（R2)

8 大腸がん検診 大腸がん検診 64.5%(H22) 68.6%(H26) 90%(H28) × 70.2%（R2）

9 胃がん検診 胃がん検診 75.2%（H22) 79.9%(H26) 90%(H28) × 96.1%（R2）

10 乳がん検診 乳がん検診 91.4%(H22) 91.8%(H26) 90%(H28) × 90.7%（R2）

11 子宮がん検診 子宮がん検診 72.0%(H22) 79.1%(H26) 90%(H28) × 79.9%（R2）

全年齢 男性 165.2(H22) 152.3（H27) 下げる ー

全年齢 女性 88.8(H22) 79.7（H27) 下げる ー

がんの年齢調整罹患率
（人口 10 万人当たり）

 387.4（R1) 減少（R10）

各種がん検診精密検査受診率

減少（R10）110.1（R3）

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

60％（R10）【継続】

【継続】

がんの年齢調整死亡率（人口10万対）

【国と同じ】 がんの年齢調整死亡率
（人口 10 万人当たり）

がんの年齢調整死亡率（人口10万対）1

2



次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討（案）

（２）循環器疾患・糖尿病の予防

根拠
ベースライン

（H24年）
中間値

（Ｈ28年）
目標値
（R5）

結果
（R3または

R4）
国　数値目標 現状値

目標値
（R14年度）

1 特定健康診査の受診率 【継続】 特定健康診査の受診率 34.3%(H23) 36.5％（H27) 60%(H29) × 34.9%(R3) 特定健康診査の実施率 55.6%（R1) 未定

2 特定保健指導の実施率 【継続】 特定保健指導の実施率 33.,6%(H23) 27.4％（H27) 60%(H29) × 28.6%(R3) 特定保健指導の実施率 23.2%（R1) 未定

3 後期高齢者健康診査受診率 【新規】

4 骨粗鬆症検診受診率 【新規】 骨粗鬆症検診受診率  4.5％（R2） 15％（R14）

介護保険サービスの利用者数
29,322人
(H22)

40,600人
（H28)

抑制する ×
47,993人
（R4)

1 男性 脳血管疾患  男性 48.0(H22) 33.0(H27) 41.6 ー

2 女性        女性 27.4(H22) 18.9(H27) 24.7 ー

3 男性 虚血性心疾患  男性 54.8(H22) 43.9(H27) 31.8 ー

4 女性        女性 21.4(H22) 16.8(H27) 13.7 ー

5 男性 男性 131mmHg(H23) 130ｍｍHg（H27) 現状維持 〇  131mmhg(R3)

6 女性 女性 128mmHg(H23) 127ｍｍHg（H27) 現状維持 〇  129mmhg(R3)

7 男性 男性 10.5%(H23) 9.1％（H27) 6.2% × 9.5%(R3)

8 女性 女性 14.8%(H23) 13.1％（H27) 8.8% × 13.0%(R3)

9 【新規】
糖尿病腎症の年間新規透析導入
患者数

 15,271 人
12,000 人
（約７％減）

10
【変更】

1.2%(H23) 1.0％（H27) 1.0% × 1.1%(R3)  HbA1c8.0％以上の者の割合
人1.32％
（R1）

1.0％（R14）

11 糖尿病有病者数 【新規】
糖尿病有病者数（糖尿病が強く
疑われる者）の推計値

約 1,000 万
人（H28 )

1,350 万人
（R14)

12 糖尿病治療継続者の割合 【継続】 糖尿病治療継続者の割合 58.3% ー 70.0% × 68.1% 治療継続者の割合 67.6%（R1）75%（R14）

13 男性

14 女性

15 男性

16 女性

肥満者の減少 20〜60歳代男性の肥満者の割合 全体 24.1% 25.0% × 31.5%

17 男性  40歳代 22.7% 27.9% × 37.1%

18 女性  50歳代 28.9% 32.2% × 35.7%

 60歳代 22.5% 25.9% × 32.3%

40〜60歳代女性の肥満者の割合 全体 15.2% 16.4% × 19.0%

 40歳代 16.9% 12.8% × 14.4%

 50歳代 14.1% 14.6% × 23.1%

 60歳代 14.8% 20.7% × 19.0%

20歳代の女性のやせの人の割合 25.2% 20.1% 15%以下 × 15.7%

全出生中の低体重児の割合 9.6%(H22) 9.4％（H26) 減少 × 9.6%(R2)

児童・生徒における肥満傾向児の割合 【変更】
国と合わせる

小学4年生の肥満度35%以上の割合 2.21%(H23) 1.5%(H28) 減少 × 2.7%(R4)
児童・生徒における肥満傾向児
の割合

ー 未定

BMI18.5以上25未満の者の割合
65歳以上はBMI20以上25未満の者の割合

メタボリックシンドロームの該
当者及び予備群の人数（年齢調
整値）

約 1,516 万
人（R1）

未定

【新規】

メタボリックシンドロームの該当者（年齢調整
値なし）

メタボリックシンドロームの予備群の人数（年
齢調整なし）

【新規】国
に合わせる
が、年齢調

整なし

14%以下

【変更】
国と合わせ

る

13%以下

19  60.3％
（R1）

66％
（R14 ）

収縮期血圧の平均（40歳〜74歳未満、内服加療
中含む、年齢調整あり）

LDLコレステロール160mg/dl以上の者の割合
（40歳〜74歳未満、内服加療中含む、年齢調整
あり）

血糖コントロール指標におけるコントロール不
良者の割合（HbA1cがJDS値8.0%(NGSP値8.4%)
以上の人の減少）

腎機能障害1級手帳新規交付数

血糖コントロール不良者の割合（服薬あり
の者で合併症予防の目標値である
HbA1c7.0%以上又は空腹時血糖130mmH
以上の者の割合）

【変更】
国に合わせ
るが（年齢
相違あり）

収縮期血圧の平均値（高血圧症の状況）

脂質異常症の人の割合
（LDLコレステロール160mg/dl以上の人の割合）

【変更】
国に合わせ
る（年齢相
違あり）

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

脳血管疾患の年齢調整死亡率（人口10万人当た
り）

【継続】
国は心疾患

だが

脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率
（人口10万対）

虚血性心疾患の年齢調整死亡率（人口10万人当
たり）

脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率
（人口10万対）

脳血管疾患・心疾患の年齢調整
死亡率（人口 10 万人当たり）

調整中 減少（R10）

収縮期血圧値の平均値（40 歳以
上、内服加療中の者を含む。）
（年齢調整値）

（40 歳以上
男女計概
算）
131.1mmHg
（R1）

ベースライン
値から５
mmHg の低下
（R14）

 ○○.○％
（R1、40
歳以上）

ベースライン値
から 25％の減
少（ベースライ
ン値×0.75）
（R 14 ）

ＢＭＩ18.5 以上 25 未満（65 歳
以上はＢＭＩ20 を超え 25 未

満）の者の割合（年齢調整値）

ＬＤＬコレステロール 160mg/dl
以上の者の割合（40 歳以上、内
服加療中の者を含む。）（年齢
調整値）
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次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討　（案）
(３)　歯・口腔の健康

根拠 現計画　数値目標
ベースライン
（Ｈ２５年）

中間値
（Ｈ２９年）

目標値
（R5） 国　数値目標（★（健康日本21（第3次）） 現状値

目標値
（R14年度）

3歳児歯科健康診査でむし歯のない幼児の割合 84.5% 87.6% 90.0% ○ 92.8%

1
【新規】３歳児歯科健康診査で4本以上のむし歯を有
する幼児の割合

国と同じ
3歳児で4本以上のう蝕のある歯を有する者の割
合

96.5%
（Ｒ2）

0%

3歳児で2回以上のフッ化物塗布を受けている幼児の
割合 56.0% 57.9% 増やす ○ 57.8%

2 １２歳児でむし歯のない生徒の割合
国と同じ
【継続】

１２歳児でむし歯のない生徒の割合 71.60% 76.90% 80.00% ○ 82.15%
１２歳児でう蝕のない者の割合が90％以上の都道
府県数

0都道府
県

（Ｒ2）

25都道
府県

3
【新規】
２０歳以上におけるむし歯がない者の割合

国に準ずる 20歳以上における未処置歯を有する者の割合 33.6%
（Ｈ２８）

20.0%

小学生・中学生・高校生における歯・口の負傷件数 255件 307件 200件 ○ 162件

かかりつけ歯科医を持っている人の割合 81.0% 69.7% 81% × 73.2%

中学生・高校生における歯肉に炎症所見(歯周疾患）
を有する生徒の割合

中学生・高校生における歯肉に炎症所見(歯周疾患）
を有する生徒の割合 2.7% 3.0% ‐ 2.69%

4 【変更】４０歳以上における歯周炎を有する者の割合
第3次と同じ

国と同じ
４０歳代における進行した歯周炎を有する者の割合 34.8% 43.4% 減らす × 40.8% ★４０歳以上における歯周炎を有する者の割合 56.2%

（Ｈ２８）
40%

5 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合
第3次と同じ

国と同じ
【継続】

過去1年間に歯科健康診査を受診した人の割合 23.6%（Ｈ24） 28%（Ｈ28） 55% × 35.1% ★過去1年間に歯科検診を受診した者の割合 52.9%
（Ｈ２８）

95.0%

6 歯科検診を行っている事業所の割合
市独自
【継続】 歯科検診を行っている事業所の割合 19.5% 19.5% 増やす × 13.8%

事業所の歯科検診実施者数（労働安全衛生法第66
条第3項の規定による） 1,126人 　1,190人 増やす ○ 1,786人

7
【新規】４０歳以上における自分の歯が１９歯以下の
者の割合

国と同じ ６０歳代で２４歯以上自分の歯を有する人の割合 76.6% 81.1% 増やす ○ 85.4%
４０歳以上における自分の歯が１９歯以下の者の
割合

22.7%
（Ｈ２８）

5%

3歳児で不正咬合等が認められる幼児の割合 12.6% 13.0% 10% × 15.4%

噛みごたえのある食べ物（肉・野菜など）を食べてい
る幼児の割合 91.4% 92.8% 増やす ○ 92.1%

8 【変更】５０歳以上における咀嚼良好者の割合
第3次と同じ

国と同じ
６０歳代における咀嚼良好者の割合 69.8%（Ｈ24） 69.6%（Ｈ28） 80.0% × 65.3% ★５０歳以上における咀嚼良好者の割合 70.9%

（Ｒ１）
80%

9 ８０歳代で２０歯以上の自分の歯を有する者の割合
市独自
【継続】

８０歳代で２０歯以上の自分の歯を有する者の割合 60.9% 68.0% 増やす ○ 70.4% ８０歳で２０歯以上の自分の歯を有する者の割合 51.2%
（Ｈ２８）

85%

10
障害者・障害児が利用する施設での過去1年間の歯
科検診実施数

国と同じ
【継続】

障害者支援施設及び障害児入所施設での定期的な
歯科検診実施数 28施設 25施設 89施設 × 36施設

障害者・障害児が利用する施設での過去1年間の
歯科検診実施率 77.9% 90%

11
要介護高齢者が利用する施設での過去1年間の歯
科検診実施数

国と同じ
【継続】

介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定期
的な定期的な歯科検診実施数 39施設 51施設 75施設 × 65施設

要介護高齢者が利用する施設での過去1年間の
歯科検診実施率 33.4% 50.0%

災害時の対応マニュアルの作成 未作成 ○ 作成済

口腔保健支援センターの設置 未設置 ○ 設置済

12 【新規】(仮称）さいたま市口腔保健センターの開設
市独自
（総振）

新計画　数値目標（案）
結果
（R3）

4



次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討　（案）
（４）　栄養・食生活

根拠
ベースライン
（H28　★H24）

中間値
（H28★のみ）

目標値
（R5）

国（健康日本21（第3次））
　数値目標

現状値
（R元年度）

目標値
（R14年度） 国（食育推進基本計画）　数値目標

現状値
（R2年度）

目標値
（R7年度）

1 朝食を食べている人の割合
【継続】

国食育と
類似

朝食を食べている人の割合
（学齢期、成人期（全体・男性・女性））
★（20歳代男性、30歳代男性、20歳代女
性）

学齢期94.5％
成人期59.9％
男性46.4％
女性68.4％

★
20歳代男性53.7％
30歳代男性60.7％
20歳代女性66.3％

★
20歳代男性48.2％
30歳代男性48.8％
20歳代女性52.2％

学齢期97％以上
成人期75％以上

★
75％以上

④⑤朝食を欠食する人の割合
（子供、若い世代）

子供4.6%
若い世代

21.5%

子供0%
若い世代
15％以下

ゆっくりよく噛んで食べる人の割合
（１～15歳、16歳以上）

１～15歳65.6％
16歳以上49.1％

-
１～15歳増える
16歳以上55％以上

⑮ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合 47.3% 55％以上

2 毎日3食野菜を食べている人の割合 【継続★】
毎日、三食野菜を食べる人の割合
（１～15歳、壮年期（全体・男性・女性））
★（16歳未満、壮年期男性、壮年期女性）

１～15歳36.5％
壮年期23.3％
男性17.9％
女性27.4％

★
16歳未満29.1％
壮年期男性21.7％
壮年期女性28.2％

★
16歳未満37.5％
壮年期男性18.9％
壮年期女性28.4％

１～15歳増える
壮年期30％以上

★
16歳未満増える
壮年期男性30％以上
壮年期女性30％以上

④野菜摂取量の平均値（20歳以上） 281g 350g ⑫1日当たりの野菜摂取量の平均値 280.5g 350g以上

3 毎日果物を食べている人の割合
【新規】
国健康・食
育と類似

⑤果物摂取量の平均値（20歳以上） 99g 200g
⑬1日当たりの果物摂取量100g未満の
者の割合

61.6% 30％以下

⑥食塩摂取量の平均値（20歳以上） 10.1g 7g ⑪1日当たりの食塩摂取量の平均値 10.1g ８g以下

4

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が
1日2回以上の日がほぼ毎日の者の割合
（全体、若い世代）

国食育と
合わせる

主食・主菜・副菜がそろった食事を1日2回
以上ほぼ毎日食べている人の割合
（16歳以上、成人期（全体・男性・女性））
★（全体）

16歳以上49.2％
成人期35.0％
男性29.2％女性38.7％

★56.5%
★55.3%

16歳以上 60％以上
成人期43％以上
男性43％以上
女性43％以上

★65％

③主食・主菜・副菜を組み合わせた食事
が1日2回以上の日がほぼ毎日の者の
割合

37.7％（令
和3年度

50％以上

⑨⑩主食・主菜・副菜を組み合わせた食
事を1日2回以上ほぼ毎日食べている国
民の割合
（国民、若い世代）

国民36.4%
若い世代

27.4%

国民50％以
上

若い世代
40％以上

5

適正体重の人の割合
⑴20～60歳代男性の肥満者の割合の減
少
⑵40～60歳代女性の肥満者の割合の減
少
⑶20～30歳代女性のやせの者の割合の
減少
⑷低栄養傾向の高齢者（65歳以上）の割
合の減少

国健康と
合わせる

適正体重の人の割合
（学齢期、16歳以上）

★適正体重を維持している人の割合
（２０歳代女性のやせの人の割合、
　２０～６０歳代男性の肥満者の割合（４０
歳代、５　０歳代、６０歳代）、
　４０～６０歳代女性の肥満者の割合（４０
歳代、５０歳代、６０歳代））

学齢期85.0％
16歳以上72.9％

★
２０歳代女性のやせ
25.2％
２０～６０歳代男性の肥
満者の割合24.1％
４０歳代22.7％
５０歳代28.9％
６０歳代22.5％
２０～６０歳代女性の肥
満者の割合15.2％
４０歳代16.9％
５０歳代14.1％
６０歳代14.8％

　-

★
２０歳代女性のやせ
20.1％
２０～６０歳代男性の肥
満者の割合25.0％
４０歳代27.9％
５０歳代32.2％
６０歳代25.9％
２０～６０歳代女性の肥
満者の割合16.4％
４０歳代12.8％
５０歳代14.6％
６０歳代20.7％

学齢期増える
16歳以上80％以上

★
２０歳代女性のやせ
15％以下
２０～６０歳代男性の肥
満者の割合14％以下
４０歳代
５０歳代　　14％以下
６０歳代
２０～６０歳代女性の肥
満者の割合13％以下
４０歳代
５０歳代　　13％以下
６０歳代

①BMI18.5以上25未満（65歳以上は
BMI20を超え25未満）の者の割合（年齢
調整値）
⑴20～60歳代男性の肥満者の割合の
減少
⑵40～60歳代女性の肥満者の割合の
減少
⑶20～30歳代女性のやせの者の割合
の減少
⑷低栄養傾向の高齢者（65歳以上）の
割合の減少

60.3%

66%
⑴30％未満
⑵15％未満
⑶15％未満
⑷13％未満

⑭生活習慣病の予防や改善のために、
ふだんから適正体重の維持や減塩等に
気をつけた食生活を実践する国民の割
合

64.3% 75%以上

6
【新規】
児童・生徒における肥満傾向児の割合

【新規】
国健康と
合わせる

②児童・生徒における肥満傾向児の減
少

-

令和5年度
から開始す
る第2次成
育医療等の
提供に関す
る施策の総
合的な推進
に関する基
本的な方針
（以下「第2
次成育医療
等基本方

針」という。）
に合わせて

7
朝食または夕食を家族と一緒に食べる回
数

【継続　★】

朝食または夕食を家族と一緒に食べる回
数
（学齢期、16歳以上）
★ほとんど毎日家族と食べる子どもの割合
　朝食　学齢期男性、学齢期女性
　夕食　 学齢期男性、学齢期女性

学齢期11.6回/週
16歳以上9.0回/週

★朝食
学齢期男性70.7%
学齢期女性79.9％
　夕食
学齢期男性84.7％
学齢期女性87.5％

　-

★朝食
学齢期男性67.2％
学齢期女性60.5％
　夕食
学齢期男性78.5％
学齢期女性79.5％

学齢期増える
16歳以上9.5回/週以上

★増える
共食している者の割合 15.7% 30.0%

②朝食又は夕食を家族と一緒に食べる
「共食」の回数

週9.6回 週11回以上

箸のもち方や食器の並べ方など、食事の
行儀作法について子どもに伝えている家
庭の割合
（1～15歳の子どもがいる家庭）

84.8% - 増える
③地域等で共食したいと思う人が共食す
る割合

70.7% 75%以上

8
食中毒を防ぐために、食品の保存方法、
調理方法、調理器具の洗浄・消毒方法に
気をつけている人の割合（１６歳以上）

【継続】
国食育と類

似

食中毒を防ぐために、食品の保存方法、調
理方法、調理器具の洗浄・消毒方法に気
をつけている人の割合（16歳以上）

28.0% - 35％以上
㉓食品の安全性について基礎的な知識
を持ち、自ら判断する国民の割合

75.2% 80%以上

9
食品表示を見て食品を購入する人の割合
（16歳以上）

【継続】
食品表示を見て食品を購入する人の割合
（16歳以上）

88.8% - 95％以上
⑱産地や生産者を意識して農林水産物・
食品を選ぶ国民の割合

73.5% 80%以上

⑲環境に配慮した農林水産物・食品を選
ぶ国民の割合

67.1% 75%以上

10
非常時に備え、食料や飲料水を備蓄して
いる家庭の割合（15歳以下の子どもがい
る家庭）

【継続】
非常時に備え、食料や飲料水を備蓄して
いる家庭の割合（15歳以下の子どもがいる
家庭）

77.9% - 増える

「いただきます」、「ごちそうさま」などの食
事のあいさつをしている人の割合（１～15
歳、16歳以上）

１～15歳95.6％
16歳以上76.9％

-
１～15歳増える
16歳以上85％

11
残さず食べるなど、食品ロスの削減に取
り組んでいる人の割合

【継続】
国食育と同

じ

残さず食べるなど、食品ロスの削減に取り
組んでいる人の割合

91.60% - 93％以上
⑳食品ロスの削減のために何らかの行
動をしている国民の割合

76.5% 80%以上

12 小中学校における農業体験教室実施校 【継続】 小・中学校における農業体験教室実施校 30校 - 40校
⑰農林漁業体験を経験した国民（世帯）
の割合

65.7% 70%以上

13 学校給食における地場産物の使用割合 【継続】 学校給食における地場産物の使用の割合 29.1% - 30％以上
⑥栄養教諭による地場産物に係る食に
関する指導の平均取組回数

月9.1回 月12回以上

⑦学校給食における地場産物を使用す
る割合（金額ベース）を現状値（令和元
年度）から維持・向上した都道府県の割
合

- 90％以上

⑧学校給食における国産食材を使用す
る割合（金額ベース）を現状値（令和元
年度）から維持・向上した都道府県の割
合

- 90％以上

14
食文化を大切にしている人の割合
　（16歳以上）

第３次と同
じ

食文化を大切にしている人の割合
　（16歳以上）

64.2% - 80％以上
㉑地域や家庭で受け継がれてきた伝統
的な料理や作法等を継承し、伝えている
国民の割合

50.4% 55%以上

㉒郷土料理や伝統料理を月1回以上食
べている国民の割合

44.6% 50%以上

15
食育に関心を持っている人の割合（16歳
以上）

第３次・国食
育と同じ

食育に関心を持っている人の割合（16歳以
上）

63.30% - 85％以上 ①食育に関心を持っている国民の割合 83.2% 90％以上

16 「さいたま市食育なび」へのアクセス数
第３次と同

じ
（総振）

「さいたま市食育なび」へのアクセス数 92,980件/年 - 11万件/年以上

⑯食育の推進に関わるボランティア団体
等において活動している国民の数

36.2万人 37万人以上

㉔推進計画を作成・実施している市町村
の割合

87.5% 100.0%

新計画　数値目標（案）

〇86.2％
（1～14歳の子どもがいる
家庭）

×34.7%

×87.5%

〇84.7%

×62%

〇258,778件/年

×１～15歳94.8％
×16歳以上76.7％

×90.4%

×21校

×28.5%

×62.3%

結果
（R3またはR4）

現計画　数値目標
（ヘルスプラン21（第２次）指標★）

〇学齢期11.7回/週
×16歳以上9.0回/週

★朝食
×学齢期男性61.6%
×学齢期女性61.2％
　夕食
×学齢期男性84.3％
〇学齢期女性88.2％

×学齢期93.2％
×成人期58.1％
　男性55.8％
　女性60.0％
 

★
×20歳代男性40.7％
×30歳代男性60.0％
×20歳代女性53.7％

〇１～15歳71.9％
×16歳以上51.4％

〇１～15歳36.9％
×壮年期23.7％
男性18.4％
女性27.3％
★
〇16歳未満37.7％
×壮年期男性18.8％
×壮年期女性28.0％

×16歳以上
51.7％
×成人期38.6％
×男性39.1％
×女性38.9％

★
×58.5%

×学齢期80.7％
×16歳以上66.1％

★
２０歳代女性のやせ
15.7％
２０～６０歳代男性の肥満
者の割合31.5％
４０歳代37.1％
５０歳代35.7％
６０歳代32.3％
２０～６０歳代女性の肥満
者の割合19.0％
４０歳代14.4％
５０歳代23.1％
６０歳代19.0％
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次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討（案）

（５）身体活動・運動

根拠
ベースライ

ン
（H24年）

中間値
（Ｈ28年）

目標値
（R5）

結果
（R3または

R4）
国　数値目標 現状値

目標値
（R14年度）

男性 31.0% 31.9% 41.0% × 33.9%

女性 25.6% 24.8% 35.0% × 23.8%

20〜64歳代男
性

21.8% 24.5% 32.0% × 29.7%

20〜64歳代女
性

19.9% 18.8% 30.0% × 19.1%

65歳以上男性 38.1% 31.0% 48.0% × 30.4%

65歳以上女性 32.9% 31.1% 43.0% × 30.8%

2 【新規】
86.8%
(H22)

85.7%
93.0%
(H32)

× 83.1%
１週間の総運動時間（体育授業を
除く。）が 60 分未満の児童の割
合

ー

第２次成育医
療等基本方針
に合わせて設
定

男性 34.0% 35.1% 44.0% × 34.0%

女性 29.0% 29.3% 38.0% × 26.1%

16.4% 36.4% 80.0% × 37.7%
足腰に痛みのある高齢者の人数
（人口千人当たり）（65 歳以上）

232 人
（R1）

210 人
（R14）

 6,278 歩
（R1）

7,100 歩
（R14）

ロコモティブシンドローム
（運動器症候群）を認知し
ている市民の割合

週1回以上のスポーツ実施
率（小学5年生）

1日1時間以上歩く人の割合

1 日の歩数の平均値（年齢調整
値）

【変更】

1週間の総運動時間が60分未満の児童の割
合

日常生活における1日の歩数の平均値1

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

運動習慣者の割合（年齢調整値）
28.7％
（R1）

40％
（R14）

【継続】

運動習慣のある人の割合

運動習慣のある人の割合1
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次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討（案）

（６）休養・こころの健康

根拠
ベースライ

ン
（H24年）

中間値
（Ｈ28年）

目標値
（R5）

結果
（R3または

R4）
国　数値目標 現状値

目標値
（R14年度）

1 【継続】 30.8% 29.3% 25%以下 × 28.5%

2
【タイトル

変更】
14.1% 14.4% 10%以下 × 15.1%

全体 23.9% 27.1% 18%以下 × 22.7%

10〜40歳代男性 31.6% 36.6% 28%以下 × 26.1%

10〜40歳代女性 32.7% 32.9% 28%以下 × 25.0%

2 【継続】 25.4% 24.9% 15%以下 × 19.8%
睡眠時間が６〜９時間（60 歳以上につ
いては、６〜８時間）の者の割合（年齢
調整値）

 54.5％
（R1）

60%
（R14）

3 【継続】 66.6% 63.2% 85%以上 × 59.3%

4 【新規】 心のサポーター数
なし
（R３年モ
デル事業）

100 万人
（R15 ）

5 【継続】 42.3% 39.8% 60.0% × 36.9%
地域の人々とのつながりが強いと思う者
の割合

40.1％
（R1）

45％
（R14）

6 【新規】 48.5% 算出不可 増やす 算出不可
いずれかの社会活動（就労・就学を含
む。）を行っている者の割合

いずれかの社
会活動（就
労・就学を含
む。）を行っ
ている者の割
合

ベースライン
値から５％の
増加（R14 ）

7 【継続】
21.7人
(H23)

16.4人
（H27)

13.8人以下 ×
14.3人
（R3)

心理的苦痛を感じている者の減少 ：K6
（こころの状態を評価する指標）の合計
得点が 10 点以上の者の割合

10.3％
（R1）

9.4％
（R14）

週労働時間 40 時間以上の雇用者のう
ち、週労働時間 60 時間以上の雇用者の
割合

8.8％
（R3）

５％
（R７）

メンタルヘルス対策に取り組む事業場の
割合

59.2％
（R３）

80％
（R９）

生きがいを持っている人の割合

自殺者数（人口10万対）

居住地域でお互いに助け合っていると
思う市民の割合の増加(地域のつながり
の強化)

何らかの地域活動をしている高齢者の
割合

睡眠の確保のためにアルコールを使用
する人の割合

地域支援者の養成人数

地域住民でお互いに助け合っていると
思う者の割合

社会活動を行っている者の割合

自殺者数（人口10万人あたり）

生きがいを持っている人の割合

睡眠の確保のためにアルコールを使用
する人の割合

【タイトル
変更】国と
合わせる

睡眠で休養が取れている者の増加
（年齢調整なし）

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

ストレスが解消できていない人の割合

身近に相談相手のいない人の割合

睡眠により休養を十分とれない人の割合

ストレスが解消できていない人の割合

身近に相談相手のいない人の割合

1
睡眠で休養がとれている者の割合
（年齢調整値）

78.3％
（H30）

 80％
（R14）
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次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討（案）

（７）喫煙

根拠
ベースライ

ン
（H24年）

中間値
（Ｈ28年）

目標値
（R5）

結果
（R3または

R4）
国　数値目標 現状値

目標値
（R14年度）

1
【変更】国
と合わせる

41.7% 44.7% 80.0% × 47.7%
ＣＯＰＤの死亡率
（人口 10 万人当たり）

13.3（R３）
10.0
（R 14 ）

20歳以上の者の喫煙率 成人の喫煙率（喫煙をやめたい人がやめる）

2 男性 成人男性 24.8% 23.2% 18.0% × 19.7%

3 女性 成人女性 9.3% 5.9% 5.0% × 6.4%

4 20歳未満の喫煙率 【継続】 未成年者の喫煙率 1.5% 1.0% なくす × 0.7%
 中学生・高校生の喫煙者の割
合

0.6％
（R３）

０％
（R 14 ）

受動喫煙の機会を有する者の割合 受動喫煙の機会を有する人の割合

行政機関 2.3% 1.5% 0.0% × 0.9%

医療機関 1.2% 1.4% 0.0% × 0.6%

1 （職場） 職場 20.5% 18.7% 受動喫煙のな
い職場の実現

× 12.7%

1 （家庭） 家庭 17.6% 13.9% 3.0% × 14.0%

飲食店 36.8% 34.6% 15.0% 〇 8.4%

学校 2.7% 2.0%

小学校・中学
校・高校は0%
それ以外は受
動喫煙のない
環境

× 0.8%

遊技場 11.5% 9.6% 減らす 〇 3.8%

 妊婦の喫煙率 ー

第２次成育医
療等基本方針
に合わせて設
定

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

国と同じ

COPDを知っている人の割
合

COPDの死亡率の減少

【継続】

20 歳以上の者の喫煙率 16.7％（R1）
12％
（R 14 ）

望まない受動喫煙（家庭・職
場・飲食店）の機会を有する
者の割合

家庭・職場・
飲食店いずれ
においても、
望まない受動
喫煙を受けて
いない者の割
合：集計未
（R1）

望まない受動
喫煙のない社
会の実現
（R14）
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次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討（案）

（８）飲酒

根拠
ベースラ

イン
（H24年）

中間値
（Ｈ28年）

目標値
（R5）

結果
（R3また
はR4）

国　数値目標 現状値
目標値

（R14年度）

1 成人男性
（60ｇ/3合以上）

4.9% 6.3% 2.8%以下 × 7.1%

2 成人女性
(20g/１合以上）

19.7% 18.7% 6.4%以下 × 25.3%

40歳代男性
（60ｇ/3合以上）

8.8% 7.9% 4.6%以下 × 10.4%

50歳代男性
（60ｇ/3合以上）

10.0% 7.8% 5.8%以下 × 9.1%

20〜30歳代女性
（60ｇ/3合以上）

4.6% 2.2% 0.2%以下 × 2.6%

1 20歳未満の飲酒者の割合 【継続】 未成年者の飲酒の割合 12.3% 8.0% なくす × 3.4%
中学生・高校生の飲酒者の割
合

2.2％
（R３）

０％
（R14 ）

１日当たりの純アルコール摂
取量が男性 40ｇ以上、女性
20ｇ以上の者の割合

11.8％
（R1）

10％
（R14 ）

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

生活習慣病のリスクを高める量の飲酒をし
ている人の割合（1日当たりの純アルコール
摂取量）

20歳以上男性（1日当たり60
ｇ以上摂取者の割合）

【継続】

生活習慣病のリスクを高める量を飲酒
している者（1日当たりの純アルコー
ル摂取量）

20歳以上女性（1日当たり20
ｇ以上摂取者の割合）
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次期さいたま市健康増進計画　数値目標の検討（案）

（９）ライフコースアプローチ

【こども】

根拠
ベースライ

ン
（Ｈ24年）

中間値
（Ｈ28年）

目標値
（R5）

結果
（R3また
はR4）

国　数値目標 現状値
目標値

（R14年度）

国と合わせ
る

86.8%
(H22)

85.7%
93.0%
(H32)

× 83.1%
【再掲】１週間の総運動時間（体育授業
を除く。）が 60 分未満の児童の割合

ー

第２次成育医
療等基本方針
に合わせて設
定

国と合わせ
る

小学4年生の肥満度35%以上の割合
2.21%
(H23)

1.5%
(H28)

減少 ×
2.7%
(R4)

【再掲】児童・生徒における肥満傾向児
の割合

ー 未定

【継続】 未成年者の飲酒の割合 12.3% 8.0% なくす × 3.4% 【再掲】中学生・高校生の飲酒者の割合
2.2％
（R３）

０％
（R14 ）

【継続】 1.5% 1.0% なくす × 0.7%  【再掲】中学生・高校生の喫煙者の割合
0.6％
（R３）

０％
（R 14 ）

【成人壮年期】

根拠
ベースライ

ン
（Ｈ24年）

中間値
（Ｈ28年）

目標値
（R5）

結果
（R3また
はR4）

国　数値目標 現状値
目標値

（R14年度）

【新規】 保険者とともに健康経営に取り組む企業
数

12 万 9,040 社
（R4）

10 万社
（R7）

【高齢者】

根拠
ベースライ

ン
（Ｈ24年）

中間値
（Ｈ28年）

目標値
（R5）

結果
（R3また
はR4）

国　数値目標 現状値
目標値

（R14年度）

国と合わせ
る

15.2% 16.4% 13%以下× 19.0%
 【一部再掲】ＢＭＩ20 以下の高齢者
（65 歳以上）の割合

16.8％
（R1）

13％
（R14）

【再掲】足腰に痛みのある高齢者の人数
（人口千人当たり）（65 歳以上）（再
掲）

232 人
（R1）

210 人
（R14）

【新規】 48.5% 算出不可 増やす 算出不可
 【一部再掲】いずれかの社会活動（就
労・就学を含む。）を行っている高齢者
（65歳以上）の割合

ー

ベースライ
ン値から
10％の増加
（令和 14
年度）

【女性】

根拠
ベースライ

ン
（Ｈ24年）

中間値
（Ｈ28年）

目標値
（R5）

結果
（R3また
はR4）

国　数値目標 現状値
目標値

（R14年度）

【新規】 20歳代の女性のやせの人の割合 25.2% 20.1% 15%以下 × 15.7%
 【一部再掲】ＢＭＩ18.5 未満の 20〜30
歳代女性の割合

18.1％
（R1）

15％
（R14）

骨粗鬆症検診受診率【再掲】 【新規】 【再掲】骨粗鬆症検診受診率  4.5％（R2） 15％（R14）

【継続】 19.7% 18.7% 6.4%以下 × 25.3%
 【一部再掲】1 日当たりの純アルコール
摂取量が 20g 以上の女性の割合

女性 9.1％
（R1）

 6.4％
（R14）

 【再掲】妊婦の喫煙率 ー

第２次成育
医療等基本
方針に合わ
せて設定

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標

 ＢＭＩ20 以下の高齢者（65 歳以上）
の割合【分野：栄養の再掲】

いずれかの社会活動（就労・就学を含
む。）を行っている高齢者（65歳以
上）の割合【分野：休養こころの健康
一部再掲】

1週間の総運動時間が60分未満の児童
の割合【再掲】

児童・生徒における肥満傾向児の割合
【再掲】

20歳未満の飲酒者の割合【再掲】

何らかの地域活動をしている高齢者
の割合

40〜60歳代女性の肥満者の割合 全
体

未成年者の喫煙率

ＢＭＩ18.5 未満の 20〜30 歳代女性の
割合【分野：栄養の再掲】

20歳以上女性（1日当たりの純アル
コール20ｇ以上摂取者の割合）【再
掲】

成人女性
(20g/１合以上）

20歳未満の喫煙率【再掲】

週1回以上のスポーツ実施率（小学5
年生）

さいたま健幸ネットワーク加入団体
数、健康経営認定企業数の合計

新計画　数値目標（案） 現計画　数値目標
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参考資料１－１ 

 １ さいたま市ヘルスプラン２１（第２次）の目標指標に関する結果概要 

（１）健康の意識 

【課題】ベース値及び中間値と比べて「健康であると意識している人の割合」は、増加していますが、

70 歳以上の女性で、「健康でない」、「あまり健康でない」と感じている割合が高いため、

若い世代からの健康づくりが課題です。そのため、若い世代から自分の健康に関心を持ち、

健康増進に取り組むことで、生涯を通じて健康であると実感できるような支援等が必要です。 

 

目標指標 
ベース値 

（Ｈ24年） 

中間値 

（Ｈ28年） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ４年） 

ベース値から

の改善状況 
達成・未達成 

①健康であると意識してい
る人の割合 

82.5％ 82.7％ 85.5％ 増やす ↗ ✿達成 

 

 

（２）循環器疾患・糖尿病の予防 

【課題】ベース値と比べて 40 歳代以降の男性や、50 歳代の女性で肥満者の割合が増加しているた

め、この世代の適正体重の維持が課題です。また、中間値と比べて、80 歳以上の男性、30

歳代及び 50 歳代の女性の肥満者の割合が増加していることも課題です。そのため、世代に

応じた適度な運動、睡眠や、バランスのとれた食事ができるような支援等が必要です。 

 

目標指標 
ベース値 

（Ｈ24年） 

中間値 

（Ｈ28年） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ４年） 

ベース値から

の改善状況 
達成・未達成 

①適正体重を
維持してい
る人の割合 

20 歳代女性の 
やせの人の割合 

25.2％ 20.1％ 15.7％ 15％以下 ↗ 未達成 

20～60歳代男性 
の肥満者の割合 

24.1％ 25.0％ 31.5％ 14％以下 ↘ 

未達成 
 40 歳代 22.7％ 27.9％ 37.1％ 

14％以下 

↘ 

 50 歳代 28.9％ 32.2％ 35.7％ ↘ 

 60 歳代 22.5％ 25.9％ 32.3％ ↘ 

40～60歳代女性 
の肥満者の割合 

15.2％ 16.4％ 19.0％ 13％以下 ↘ 

未達成 
 40 歳代 16.9％ 12.8％ 14.4％ 

13％以下 

↗ 

 50 歳代 14.1％ 14.6％ 23.1％ ↘ 

 60 歳代 14.8％ 20.7％ 19.0％ ↘ 

②定期的に健康
診査を 

 受けていない
人の割合 

全体 22.6％ 18.9％ 18.3％ 16％以下 ↗ 未達成 

20～40歳代女性 32.8％ 23.6％ 22.3％ 20％以下 ↗ 未達成 

③糖尿病治療継続者の割合 58.3％ － 68.1％ 70％ ↗ 未達成 

 

 

（３）歯・口腔の健康 

【課題】ベース値と比べて「過去１年間に歯科健康診査を受診した人の割合」は、増加しています。

また、「60 歳代における咀嚼良好者の割合」に有意な変化はなく、両指標とも目標値には
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届いていないため、口腔機能の維持向上の意識の醸成が課題です。そのため、定期的な歯科

健康診査の重要性についての普及啓発等が必要です。 

 

目標指標 
ベース値

（Ｈ24年） 

中間値 

（Ｈ28年） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ４年） 

ベース値から

の改善状況 
達成・未達成 

①過去１年間に歯科
健康診査を受診し
た人の割合 

20 歳以上 23.6％ 28.0％ 35.1％ 55％ ↗ 未達成 

②60歳代における 
咀嚼良好者の割合 

60 歳代 69.8％ 69.6％ 65.3％ 80％ ↘ 未達成 

 

 

（４）栄養・食生活 

【課題】ベース値と比べて 20～30 歳代の男女の「朝食を食べている人の割合」や、学齢期の男女

で、朝食を「ほとんど毎日家族と食べる子どもの割合」が減少しています。また、「主食・

主菜・副菜を組み合わせた食事が 1 日 2 回以上の日がほぼ毎日の人の割合」は、増加して

いますが、目標値に届いていないため、若い世代の食に関する環境づくりが課題です。その

ため、朝食の摂取、朝食を家族と食べることの大切さ、栄養バランスの重要性等についての

普及啓発等が必要です。 
 

目標指標 
ベース値 

（Ｈ24年） 

中間値 

（Ｈ28年） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ４年） 

ベース値から

の改善状況 
達成・未達成 

①朝食を食べて
いる人の割合 

20 歳代男性 53.7％ 48.2％ 40.7％ 

75％以上 

↘ 未達成 

30 歳代男性 60.7％ 48.8％ 60.0％ ↘ 
未達成 

20 歳代女性 66.3％ 52.2％ 53.7％ ↘ 未達成 

②毎日３食野菜
を食べる人の
割合 

16 歳未満 
29.1％ 

（Ｈ23） 
37.5％ 

（Ｈ29） 
37.7％ 増える ↗ 未達成 

壮年期 
（40～64 歳） 

男性 
21.7％ 

（Ｈ23） 
18.9％ 18.8％ 

30％以上 

↘ 未達成 

女性 
28.2％ 

（Ｈ23） 
28.4％ 28.0％ ↘ 未達成 

③主食・主菜・副菜を組み合わせた食
事が 
1 日 2 回以上の日がほぼ毎日の人の
割合 

56.5％ 
（Ｈ23） 

55.3％
（H29） 

58.5％ 65％ ↗ 未達成 

④ほとんど毎日
家族と食べる
子どもの割合 

朝食 
学齢期男性 

70.7％ 
（Ｈ23） 

67.2％ 
（Ｈ29） 

61.6％ 

増える 

↘ 未達成 

学齢期女性 
79.9％ 

（Ｈ23） 
60.5％ 

（Ｈ29） 
61.2％ ↘ 未達成 

夕食 
学齢期男性 

84.7％ 
（Ｈ23） 

78.5％ 
（Ｈ29） 

84.3％ ↘ 未達成 

学齢期女性 
87.5％ 

（Ｈ23） 
79.5％ 

（Ｈ29） 
88.2％ ↗ ✿達成 

 

 

（５）身体活動・運動 

【課題】ベース値及び中間値と比べて「１日１時間以上歩いている人の割合」は、男女ともに有意な

変化がありませんでしたが、70 歳代男性及び 30～70 歳代女性で低いため、この年代の
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運動習慣の改善が課題です。また、20～64 歳男性の「運動習慣のある人の割合」は増加し

ていますが、30 歳代男性で低いことが課題です。そして、調査対象の女性の年代の中では、

30～40 歳代女性で運動習慣がない人の割合が高いことも課題です。そのため、引き続き

日常生活の中で運動を取り入れられるような支援等が必要です。 
 

目標指標 
ベース値 

（Ｈ24年） 

中間値 

（Ｈ28年） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ４年） 

ベース値から

の改善状況 
達成・未達成 

①１日１時間以
上歩いている
人の割合 

男性 34.0％ 35.1％ 34.0％ 44％ → 未達成 

女性 29.0％ 29.3％ 26.1％ 38％ ↘ 未達成 

②ロコモティブシンドロームを認
知している市民の割合 

16.4％ 36.4％ 37.7％ 80％ ↗ 未達成 

③運動習慣の 
ある人の割合 

男性 31.0％ 31.9％ 33.9％ 41％ ↗ 未達成 

女性 25.6％ 24.8％ 23.8％ 35％ ↘ 未達成 

20～64 歳男性 21.8％ 24.5％ 29.7％ 32％ ↗ 未達成 

20～64 歳女性 19.9％ 18.8％ 19.1％ 30％ ↘ 未達成 

65 歳以上男性 38.1％ 31.0％ 30.4％ 48％ ↘ 未達成 

65 歳以上女性 32.9％ 31.1％ 30.8％ 43％ ↘ 未達成 

 

 

（６）休養・こころの健康 

【課題】ベース値及び中間値と比べて「睡眠の確保のためにアルコールを使用する人の割合」は、減

少していますが、目標値に届いていないため、睡眠を改善するための行動変容が課題です。

また、「生きがいを持っている人の割合」も減少しているため、生きがいを持つことができ

るような環境づくりが課題です。そのため、地域で助け合う環境づくりの推進等が必要です。 
 

目標指標 
ベース値 

（Ｈ24年） 

中間値 

（Ｈ28年） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ４年） 

ベース値から

の改善状況 
達成・未達成 

①睡眠により休
養を十分とれ
ない人の割合 

全体 23.9％ 27.1％ 22.7％ 18％以下 ↗ 未達成 

10～40 歳代
男性 

31.6％ 36.6％ 26.1％ 28％以下 ↗ ✿達成 

10～40 歳代
女性 

32.7％ 32.9％ 25.0％ 28％以下 ↗ ✿達成 

②睡眠の確保のためにアルコー
ルを使用する人の割合 

25.4％ 
（飲むこと
がある） 

24.9％ 19.8％ 15％以下 ↗ 未達成 

③ストレスが解消できていない
人の割合 

30.8％ 29.3％ 28.5％ 25％以下 ↗ 未達成 

④身近に相談相手のいない人の
割合 

14.1％ 14.4％ 15.1％ 10％以下 ↘ 未達成 

⑤生きがいを持っている人の割
合 

66.6％ 63.2％ 59.3％ 85％以上 ↘ 未達成 

⑥居住地域でお互いに助け合っ
ていると思う市民の割合 

42.3％ 39.8％ 36.9％ 60％ ↘ 未達成 

 

 

（７）喫煙 

【課題】ベース値と比べて「ＣＯＰＤを知っている人の割合」は、増加していますが、目標値に届い
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ていないため、喫煙が及ぼす健康影響に関する知識の普及不足が課題です。また、「受動喫

煙の機会を有する人の割合」は、減少していますが、特に職場や家庭では目標値に届いてい

ないため、望まない受動喫煙が生じていることも課題です。 

そのため、ＣＯＰＤの周知を引き続き行うとともに、受動喫煙のない環境づくりの推進等が

必要です。 

 

目標指標 
ベース値 

（Ｈ24年） 

中間値 

（Ｈ28年） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ４年） 

ベース値から

の改善状況 
達成・未達成 

①ＣＯＰＤを知っている人の割合 41.7％ 44.7％ 47.7％ 80％ ↗ 未達成 

②受動喫煙の機
会を有する人
の割合 

行政機関 2.3％ 1.5％ 0.9％ 0％ ↗ 未達成 

医療機関 1.2％ 1.4％ 0.6％ 0％ ↗ 未達成 

職場 20.5％ 18.7％ 12.7％ 
受動喫煙の
ない職場の

実現 
↗ 未達成 

家庭 17.6％ 13.9％ 14.0％ 3％ ↗ 未達成 

飲食店 36.8％ 34.6％ 8.4％ 15％ ↗ ✿達成 

学校 2.7％ 2.0％ 0.8％ 

小・中・高
は0％ 

それ以外は
受動喫煙の
ない環境 

↗ 未達成 

遊技場 11.5％ 9.6％ 3.8％ 減らす ↗ ✿達成 

③成人の喫煙率 

男性（成人） 24.8％ 23.2％ 19.7％ 18％ ↗ 未達成 

女性（成人） 9.3％ 5.9％ 6.4％ 5％ ↗ 未達成 

④未成年者の喫煙率 1.5％ 1.0％ 0.7％ なくす ↗ 未達成 

 

 

（８）飲酒 

【課題】ベース値及び中間値と比べて「生活習慣病のリスクを高める量の飲酒をしている人の割合」

は、成人男性及び成人女性で増加しているため、多量飲酒をしている成人の飲酒量を減少さ

せることが課題です。そのため、アルコールが健康に及ぼす影響について情報提供し、適正

飲酒に取り組む環境づくりの支援等が必要です。 

 

目標指標 
ベース値 

（Ｈ24年） 

中間値 

（Ｈ28年） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ４年） 

ベース値から

の改善状況 
達成・未達成 

①生活習慣病のリ
スクを高める量
の飲酒をしてい
る人の割合 

（１日当たりの純
アルコール摂取
量 

 男性 60g 女性
20g） 

成人男性 
（60g 以上） 

4.9％ 6.3％ 7.1％ 2.8％以下 ↘ 未達成 

成人女性 
（20g 以上） 

19.7％ 18.7％ 25.3％ 6.4％以下 ↘ 未達成 

40 歳代男性 
（60g 以上） 

8.8％ 7.9％ 10.4％ 4.6％以下 ↘ 未達成 

50 歳代男性 
（60g 以上） 

10.0％ 7.8％ 9.1％ 5.8％以下 ↗ 未達成 

20～30 歳代
女性 
（60g 以上） 

4.6％ 2.2％ 2.6％ 0.2％以下 ↗ 未達成 

②未成年者の飲酒の割合 12.3％ 8.0％ 3.4％ なくす ↗ 未達成 
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参考資料１－２ 

 ２ 第３次さいたま市食育推進計画の目標指標に関する結果概要 

（１）「三食しっかり」食べる 

【課題】ベース値と比べて「朝食を食べている人の割合」、「適正体重の人の割合」は、減少してい

ます。また、「毎日、三食野菜を食べる人の割合」、「主食・主菜・副菜がそろった食事を１

日２回以上ほぼ毎日食べている人の割合」は、増加していますが、目標値に届いていない

ため、朝食の摂取、野菜を食べる頻度、主食・主菜・副菜がそろった食事を食べる頻度、

適量の食事を食べることが課題です。そのため、青年期、成人期を中心に、朝食を食べる

こと、野菜を食べること、主食・主菜・副菜がそろった食事、適量の食事についての情報

提供等が必要です。 

目標指標 
ベース値 

（H28 又は H29） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ３年） 

ベース値から 

の改善状況 
達成・未達成 

①朝食を食べている人の割
合 

学齢期 
（６～15歳） 94.5％ 93.2％ 97％以上 ↘ 未達成 

成人期 
（25～39歳） 59.9％ 58.1％ 

75％以上 

↘ 
未達成  男性 46.4％ 55.8％ ↗ 

 女性 68.4％ 60.0％ ↘ 

②ゆっくりよく噛んで食べ
る人の割合 

１～15歳 65.6％ 71.9％ 増える ↗ ✿達成 

16 歳以上 49.1％ 51.4％ 55％以上 ↗ 未達成 

③毎日、三食野菜を食べる人
の割合 

１～15歳 36.5％ 36.9％ 増える ↗ ✿達成 

壮年期 
（40～64歳） 23.3％ 23.7％ 

30％以上 

↗ 

未達成  男性 17.9％ 18.4％ ↗ 

 女性 27.4％ 27.3％ ↘ 

④主食・主菜・副菜がそろっ
た食事を１日２回以上ほ
ぼ毎日食べている人の割
合 

16 歳以上 49.2％ 51.7％ 60％以上 ↗ 未達成 

成人期 
（25～39歳） 

35.0％ 38.6％ 

43％以上 

↗ 

未達成 
 

男性 29.2％ 39.1％ ↗ 

女性 38.7％ 38.9％ ↗ 

⑤適正体重の人の割合 

学齢期 
（６～15歳） 

85.0％ 80.7％ 増える ↘ 未達成 

16 歳以上 72.9％ 66.1％ 80％以上 ↘ 未達成 

 

（２）「いっしょに楽しく」食べる 

【課題】ベース値と比べて 16 歳以上の「朝食または夕食を家族と一緒に食べる回数」は、変化が

なく、目標値に届いていないため、家族と一緒に食べる機会を増やすことが課題です。そ

のため、家族で食卓を囲むことで得られる利点などを伝えること等が必要です。 

目標指標 
ベース値 

（H28 又は H29） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ３年） 

ベース値から 

の改善状況 
達成・未達成 

①朝食または夕食を家族
と一緒に食べる回数 

学齢期 
（６～15歳） 11.6 回／週 11.7 回／週 増える ↗ ✿達成 

16 歳以上 9.0 回／週 9.0 回／週 
9.5 回／週 

以上 
→ 未達成 

②箸のもち方や食器の並
べ方など、食事の行儀作
法について子どもに伝
えている家庭の割合 

１～15 歳
の子ども
がいる家
庭 

84.8％ 

86.2％ 

(１～14歳の子

どもがいる家庭) 

増える ↗ ✿達成 
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（３）「確かな目をもって」食べる 

【課題】ベース値と比べて「食品表示を見て食品を購入する人の割合」は、減少しているため、食

品表示についての理解、関心を高めることが課題です。そのため、食品表示の見方などの

情報提供等が必要です。 

目標指標 
ベース値 

（H28 又は H29） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ３年） 

ベース値から 

の改善状況 
達成・未達成 

①食中毒を防ぐために、食品
の保存方法、調理方法、調
理器具の洗浄・消毒方法に
気をつけている人の割合 

16 歳以上 28.0％ 34.7％ 35％以上 ↗ 未達成 

②食品表示を見て食品を購
入する人の割合 

16 歳以上 88.8％ 87.5％ 95％以上 ↘ 未達成 

③非常時に備え、食料や飲料
水を備蓄している家庭の
割合 

15 歳以下
の子どもが
いる家庭 

77.9％ 84.7％ 増える ↗ ✿達成 

 

（４）「まごころに感謝して」食べる 

【課題】ベース値と比べて「「いただきます」、「ごちそうさま」などの食事のあいさつをしている人

の割合」、「残さず食べるなど、食品ロスの削減に取り組んでいる人の割合」は変化があり

ませんでしたが、目標値に届いていないため、食事のあいさつをする習慣を身につけるこ

と、食品ロスの削減に取り組むことが課題です。そのため、自然や食への感謝の気持ちや、

食べ物や資源を大切にする意識を持てるよう、食べ物の生産から消費までの過程などの情

報提供等が必要です。 

目標指標 
ベース値 

（H28 又は H29） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ３年） 

ベース値から 

の改善状況 
達成・未達成 

①「いただきます」、「ごちそ
うさま」などの食事のあい
さつをしている人の割合 

１～15歳 95.6％ 94.8％ 増える ↘ 未達成 

16 歳以上 76.9％ 76.7％ 85％以上 ↘ 未達成 

②残さず食べるなど、食品ロ
スの削減に取り組んでい
る人の割合 

16 歳以上 91.6％ 90.4％ 93％以上 ↘ 未達成 

 

（５）「食文化や地の物を伝え合い」食べる 

【課題】ベース値と比べて「食文化を大切にしている人の割合」は、減少しているため、食文化へ

の理解、関心を高めることが課題です。そのため行事食、郷土料理、伝統食材などの食文

化について情報提供を行い、家庭や地域などを通して体験できるような支援等が必要です。 

目標指標 
ベース値 

（H28 又は H29） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ３年） 

ベース値から 

の改善状況 
達成・未達成 

①食文化を大切にしている
人の割合 

16 歳以上 64.2％ 62.3％ 80％以上 ↘ 未達成 

 

（６）食育の推進 

【課題】ベース値と比べて「食育に関心を持っている人の割合」は、減少しているため、食育への

理解、関心を高めることが課題です。そのため、地域の食育推進活動団体、関係機関、事

業所、飲食店等と行政が連携し、食育についての普及啓発等に取り組むことが必要です。 

目標指標 
ベース値 

（H28 又は H29） 

最新値 

（Ｒ３年） 

目標値 

（Ｒ３年） 

ベース値から 

の改善状況 
達成・未達成 

①食育に関心を持っている
人の割合 

16 歳以上 63.3％ 62.0％ 85％以上 ↘ 未達成 

 



（仮称）第３次さいたま市自殺対策推進計画 策定スケジュール 

令和5年 5月 19日時点 

時期 さいたま市 国 埼玉県 

令
和
４
年
度 

随時 
データ・情報収集、説明会出席  

埼
玉
県
自
殺
対
策
計
画
（
第
２
次
）
令
和
５
年
度
ま
で 

11月 

第１回さいたま市自殺対策庁内検討会 

自
殺
総
合
対
策
大
綱
改
定 

1月 ・第２回さいたま市自殺対策庁内検討会 

・第２回健康づくり・食育推進協議会 

※骨子案概要提示 

2～4月 
骨子案作成 

令
和
５
年
度 

5月 ・第１回さいたま市自殺対策庁内検討会 

・第１回健康づくり・食育推進協議会 

※骨子案審議 

6～7月 素案作成 

7～8月 ・第２回さいたま市自殺対策庁内検討会 

・第２回健康づくり・食育推進協議会 

・第１回さいたま市自殺対策医療連携事業連絡調整

会議 

※素案審議 

9月 素案完成 

12月 議会審議、パブリック・コメント実施 

1月 ・第３回さいたま市自殺対策庁内検討会 

・第３回健康づくり・食育推進協議会 

※計画（案）報告 

2月 議会報告 

3月 ・（仮称）第３次さいたま市自殺対策推進計画策定 

・第２回さいたま市自殺対策医療連携事業連絡調整

会議報告 

別途資料１



別途資料２



 成果目標について 

＜第２次さいたま市自殺対策推進計画＞平成 29 年度～令和５年度 

 

※1 さいたま市健康づくり及び食育についての調査（平成 28 年度） 
※2  さいたま市健康づくり及び食育についての調査（令和３年度） 

   ※3 さいたま市セーフコミュニティに関するアンケート調査（平成 27 年度） 
成果目標案 

＜（仮称）第３次たま市自殺対策推進計画＞令和６年度～令和 11 年度 

１ 生きがいを持っている人の割合 

２ ストレスが解消できていない人の割合 

３ 睡眠で休養が取れている者の増加 

４ 睡眠の確保のためにアルコールを使用する人の割合 

５ 地域住民でお互いに助け合っていると思う者の割合 

６ 身近に相談相手のいない人の割合 

7 国の自殺対策の基本認識の認知度 

     →「自殺は、その多くが追いこまれた末の死」 

      「自殺はその多くが防ぐことができる社会的な問題」 

      「自殺を考えている人は何らかのサインを発していることが多い」 

指標 
ベースライン    

平成２８年度 

現状値 

（令和 3 

年度） 

目標 

（令和５ 

年度） 

達成

状況 

1 生きがいを持っている人の割合 63.2％※1 59.3％※２ 85％以上 × 

2 ストレスが解消できていない人の割合 29.3％※1 28.5％※2 25％以下 × 

3 睡眠により休養を十分とれない人の割合 

全体 27.1％※1 22.7％※2 18％以下 × 

10～40

歳代男

性 

36.6％※1 26.1％※2 28％以下 〇 

10～40

歳代女

性 

32.9％※1 25.0％※2 28％以下 〇 

4 睡眠の確保のためにアルコールを使用する人の割合 24.9％※1 19.8％※2 15％以下 × 

5 
居住地域でお互いに助け合っていると思う市民の割合 

39.8％※1 36.9％※2 60％以上 × 
(地域のつながりの強化) 

6 身近に相談相手のいない人の割合 14.4％※1 15.1％※2 10％以下 × 

7 自殺の相談窓口があることを知っている人の割合 66.6％※3 
84.3% ※3 

(令和２年度) 
70％以上 〇 

 資料５ 

※1〜6：さいたま市健康づくりおよび食育につ

いての調査 

※７：さいたま市インターネット市民意識調査 

＜（仮称）第３次さいたま市自殺対策推進計画＞令和６年度～令和11年度

※1～6: さいたま市健康づくりおよび食育についての調査

※7：さいたま市インターネット市民調査

1

7

第３次計画における成果目標案は、以下の調査の調査項目を活用
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（仮称）第３次さいたま市自殺対策推進計画の骨子案
令和3年度さいたま市健康づくりおよび食育についての調査（以下、令和3年度調査）

平成27年度さいたま市インターネット市民意識調査（以下、平成27年度インターネット調査）
令和4年度さいたま市インターネット市民意識調査（以下、令和４年度インターネット調査）

社会的要因を含む様々な
統計情報の分析

 各種保健統計や救急統計・警察
統計等関係各部署の関連統計、経
済指標等の情報収集・分析をさら
に進め、本市の自殺の実態を継続
的に把握します。

 国等の調査研究の結果把握や、各種統計等の分析等により自殺に関する実態把握
を実施しています。
 自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲
れ、いじめや孤独・孤立などの様々な社会的要因があることから、本市における自
殺対策を効果的に推進するため、社会情勢の変化に合わせた自殺に関する継続的な
実態把握が求められています。
 また、新型コロナウイルス感染症拡大により人との関わり合いや雇用形態を始め
とした様々な変化が起こっており、自殺に関する確定的な影響は分かっていないた
め、新型コロナウイルス感染症拡大の自殺への影響について情報収集・分析を行う
ことが求められています。

 自殺対策を推進するためには、
社会情勢の変化に合わせた自殺に
関する実態把握が不可欠であるた
め、継続して実施する必要があり
ます。

 引き続き、自殺の実態調査・分
析を実施します。また、市全体の
状況だけではなく、区や地域の特
性などきめ細やかな実態把握と情
報提供を実施します。
 新型コロナウイルス感染症拡大
の影響に関する情報収集・分析に
ついて、国の動向を注視しつつ、
実施します。

各種統計情報の収集・活用
関連統計や研究資料の活用
保健統計書の作成

自殺関連の相談に関する
事例の検討

 本市における自殺関連の相談事
例の集積・分析をさらに進め、よ
り効果的な対策を検討します。

 より効果的な自殺対策を実施するため、自殺関連の相談に関する事例の集積や自
殺に至った事例に関する検討を行う機会を確保し、その内容に基づいた対策を検討
することが求められています。
 また、自殺対策の専門家として直接的に自殺対策に関わる人材の確保、養成、資
質の向上を図ることはもちろん、様々な分野において生きることの包括的な支援に
関わっている専門家や支援者等を自殺対策に関わる人材として確保、養成すること
が重要となっていることから、検討会の実施を通じて、人材の育成を図ることが求
められています。

 自殺関連の相談に関する事例の
集積や自殺に至った事例に関する
検討を行う機会を確保する必要が
あります。

 引き続き、自殺関連の相談に関
する事例の集積や自殺に至った事
例に関する検討を行う機会を確保
し、より効果的な対策の検討を実
施します。

自殺に関する事例検討会の開催

自殺の実態を明らかにす
るための調査の実施

 健康についての調査をはじめ、
その他の生活調査・意識調査等に
自殺の実態を明らかにするための
調査項目を盛り込み、得られた情
報の分析により、課題抽出や、重
点的に実施すべき対策の検討を行
います。

 「令和3年度調査」では、「身近に相談相手のいない人の割合」や「居住地域で
お互いに助け合っていると思う市民の割合」が、平成24年度ベースライン値と比較
して、どちらも悪化してしており、地域でのつながりが希薄化している可能性が考
えられます。一方「平成27年度インターネット調査」において、身近な人から「死
にたい」と打ち明けられたときの対応について、「ひたすら耳を傾けて聞く」が
41%だったものが、「令和4年度インターネット調査」では、51%と増加、「死に
たいくらい辛いんだね」と共感を示すについて、「平成27年度インターネット調査
では、27%だったものが、「令和4年度インターネット調査」では、38%と増加し
ており、個人の対応の方法については、向上している状況も見られます。
 今後も引き続き、「さいたま市インターネット市民意識調査」などにおいて、こ
ころの健康や自殺対策に関する調査項目を設け、調査結果を踏まえ、課題の抽出や
重点的に実施すべき対策の検討を行うことが求められています。

 今後も様々な調査等に基づき、
課題抽出や重点的に実施すべき対
策の検討を行う必要があります。

 引き続き、市が実施する様々な
調査等に基づき、市が実施する自
殺対策について検討を行います。

市民意識調査
健康に関連する調査
高齢者生活実態調査
自殺未遂者の実態把握や分析

施策の方向性 今後の取組
（参考）

国の自殺総合対策大綱のポイント
１ 自殺に関する実態把握

・自殺の実態や自殺対策の実施情報等に関す
る調査研究・検証・成果活用
・自殺等の事案について詳細な調査・分析
・コロナ禍における自殺等の調査

分野別施策 内容 現状 課題

１
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（仮称）第３次さいたま市自殺対策推進計画の骨子案

自殺や心の健康などにつ
いての正しい知識の普及
啓発

 心の健康や自殺対策に関する正
しい知識について、市報や市ホー
ムページへの掲載によるＰＲや、
リーフレット等の作成・配布、シ
ンポジウム・講演会などの開催等
により普及啓発をさらに推進しま
す。
 普及啓発に際しては、ライフス
テージや年齢、性差に配慮し、対
象となる層の絞込みを行いなが
ら、きめ細やかで効果的な普及啓
発を行います。

 自殺や心の健康などについての正しい知識の普及啓発を、第１次計画から継続し
て推進しています。

 これまでの取組により、国の自殺対策の基本認識について、すべてもしくは一部
を知っている市民は平成27年度インターネット調査では23％であったのが、令和4
年度インターネット調査では42％と増加はしていますが、自殺についての正しい認
識が十分に浸透しているとは言えない状況です。
 講演会の開催やリーフレットの配布など、様々は方法で取組を実施しています
が、幅広い年代にインターネットが普及してきたことから、今後はSNSを活用する
など、より多様な方法での啓発が求められています。

 市民に向けて自殺についての正
しい認識を十分に浸透させるため
に、継続して正しい知識の普及啓
発を行う必要があります。
 そのためには、より多様な方法
での啓発を実施していく必要があ
ります。

 現在の取組を継続させることに
加え、インターネットを積極的に
活用して正しい知識の普及を推進
します。

自殺対策の基本認識や心の健康等
に関する普及啓発
シンポジウム・講演会
若年層向け普及啓発
インターネットを活用した普及啓
発

・自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識
の普及

自殺予防週間・自殺対策
強化月間の実施

 埼玉県をはじめ、九都県市との
連携により、自殺予防週間及び自
殺対策強化月間の設定や期間中の
キャンペーンの展開等、広域的な
普及啓発を実施します。

 自殺に追い込まれるという危機は誰にでも起こり得ることですが、危機に陥った
人の心情や背景が理解されにくい現実があります。自殺の問題は一部の人だけの問
題ではなく、誰もが当事者となり得る問題です。
 自殺対策基本法第７条に規定する自殺予防週間（9月10日から16日まで）及び自
殺対策強化月間（３月）において、啓発活動を広く展開することで、市民が自殺対
策の重要性を認識するきっかけとなっています。

 自殺は誰もが当事者となり得る
問題であることを認識する機会
を、継続して提供していく必要が
あります。

 自殺予防週間、自殺対策強化月
間などの期間に、より広域的な普
及啓発活動を実施していきます。

九都県市共同の自殺対策キャン
ペーン
全国的なイベント期間における普
及啓発

・自殺予防週間と自殺対策強化月間の実施

児童生徒の自殺予防に資
する教育の実施

 児童生徒の学校生活において
命の大切さを実感できる教育とと
もに、教員の指導力の向上のため
の取組も推進します。

 生命を尊重する心や思いやりの心をはぐくむため、市立の小中学校など教育の現
場において取組を実施しています。また、特別活動の授業を通し、相談のスキル、
悩みやストレスへの対処法についても学習する機会を設けています。
 児童生徒の自殺は、長期休業明け前後に多い傾向があります。
 学習をより効果的なものとするために、教育の指導力の向上も求められていま
す。

 児童生徒に向けた取組だけでな
く、教員の指導力向上を目的とし
た取組も継続していく必要があり
ます。

 児童生徒に向けた取組とあわせ
て、教員の指導力向上を目的とし
た取組も継続していきます。

さいたま市人権の花運動
道徳教育研究協議会・講演会
道徳読み物資料種の活用
「いのちの支え合い」を学ぶ授業

・児童生徒の自殺対策に資する教育の実施
・SOSの出し方に関する教育の推進

うつ病についての普及啓
発

 ライフステージ別のうつ病に
対する正しい知識の普及・啓発を
行い、うつ病の早期発見及び早期
受診を促進します。

 うつ病に関する啓発や相談などの対策により、市民自らが抱えていた問題がうつ
病であると気づき、理解することで、はじめて、うつ対策に対して強い関心が寄せ
られ、解決に向けた行動へとつながります。
 うつ病の本人及び家族のメンタルヘルスの向上を目的とした教室や、育児不安が
強い産婦を対象とした相談など、人々が抑うつ状態やうつ病について正しく理解
し、自ら早く気づき対処するための取組を行っています。
 こころの健康センターで実施した令和4年度うつ病家族教室の2回とも参加者の8
割以上が満足と回答しています。また同じ悩みをかかえて話しあったりできて、良
かったなどの感想もありました。今後も多様な場と方法によるライフステージに応
じた取組が求められています。

 うつ病に関する啓発活動を、
様々なライフステージを通じて行
うことが必要です。

 今後もうつ病に関する啓発活動
を、様々なライフステージごとに
多様な場と方法によって行ってい
きます。

自殺対策の基本認識や心の健康等
に関する普及啓発
シンポジウム・講演会の開催
うつ病家族教室
産婦新生児訪問と産後うつスク
リーニング等

・うつ病等についての普及啓発の推進

アルコール・薬物等の依
存症及び薬物乱用防止に
ついての普及啓発

 アルコール・薬物等の依存症及
び薬物乱用防止に対する正しい知
識の普及・啓発を行い、依存症や
乱用の防止及び早期対応を促進し
ます。

 アルコール依存症の人は依存症ではない人と比較して自殺の危険性が約6倍高い
とされており、アルコール等依存症や薬物乱用は自殺と関連が深いものです。
 アルコール・薬物等の依存や乱用を防止するために、依存症家族教室や市内中学
校及び中等教育学校、高等学校向けにリーフレットを配布する等の取組を行ってお
りますが、引き続き、正しい知識の普及・啓発が求められています。

 今後もアルコール・薬物等の依
存や乱用を防止するための正しい
知識の普及啓発を行うことが必要
です。

 今後もアルコール・薬物等の依
存や乱用を防止するための正しい
知識の普及啓発を、多様な場と方
法によって行っていきます。

依存症家族教室
地域の支援機関や医療機関への普
及啓発
薬物乱用防止リーフレットの配布

２ 市民一人ひとりの気づきと見守りの促進

施策の方向性 今後の取組
（参考）

国の自殺総合対策大綱
分野別施策 内容 現状 課題
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施策の方向性 今後の取組
（参考）

国の自殺総合対策大綱
分野別施策 内容 現状 課題

インターネット上の自殺
関連情報についての普及
啓発

 インターネット上の自殺関連情
報への対策や、情報モラルの向上
を図ります。

 ＳＮＳ等による集団自殺の呼び掛けやインターネット上の自殺予告、自殺関連情
報の掲載等、インターネット上の情報が自殺に結びつくことが問題視されていま
す。
 また、インターネット上の誹謗中傷やＳＮＳ等でのトラブルによる自殺について
も、社会問題化しています。
 インターネット上の有害な情報の削除や閲覧制限だけでなく、インターネットの
適切な利用に関する教育や啓発活動、誹謗中傷に対する人権相談等、様々な観点か
らの対策が求められています。

 これまで実施してきたインター
ネット上の有害な情報の削除等だ
けでなく、インターネットの適切
な利用に関する教育や誹謗中傷に
対する人権相談等、様々な観点か
らの対策が必要です。

 現在の取組を継続させることに
加え、情報モラル教育を含めた
様々な観点からの対策を行いま
す。

インターネット・ホットラインセ
ンター等の普及啓発
自殺サイトアクセス検知

・インターネット上の自殺関連情報対策の推
進

３



施策の方向性 今後の取組
（参考）

国の自殺総合対策大綱
分野別施策 内容 現状 課題

心の健康に関する相談に
あたる職員の資質の向上

 悩みを抱えた市民の自殺を防ぐ
ために、心の健康相談にあたる職
員の資質のさらなる向上を図りま
す。

 悩みを抱えた市民の自殺を防ぐためには、心の健康に関する相談にあたる職員
が、自殺予防や精神保健福祉に関する基礎知識を持ち、より適切に対応できるよう
にすることが必要です。
 現在、本市で実施している専門研修参加者の理解度は高い状況であり、有効な研
修を実施できていると考えられることから、今後も研修を通じて職員の資質をさら
に向上させることが求められています。
 また、教育の現場においても、児童生徒が抱える様々な心身の健康問題に対応す
る養護教諭が、健康相談に関する知識を持ち、より適切に対応できるよう研修の受
講等を通じた資質の向上が求められています。

 悩みを抱えた市民や様々な心身
の問題を抱える児童生徒の自殺を
防ぐために、心の健康相談にあた
る職員や養護教諭に対して研修実
施等を通じて、資質の向上を図る
必要があります。

 心の健康相談にあたる職員や養
護教諭が、悩みを抱えた市民や
様々な心身の問題を抱える児童生
徒により適切に対応できるよう研
修の実施等を通じて、資質の向上
を図ります。

自殺予防や精神保健福祉に関する
研修
児童生徒が抱える様々な心身の健
康問題に対応するための研修

社会的要因に関する相談
にあたる職員の資質の向
上

 自殺における要因は人間関係問
題、経済的問題等の様々な社会的
要因があげられることから
各種相談窓口に当たる職員が、精
神的な危機にある方に適切な対応
を図ることができるよう資質の向
上を図ります。

 自殺に至る要因として、精神保健に関する問題だけでなく、人間関係問題や経済
的問題等の様々な要因が挙げられることから、心の健康に関する相談に対応する職
員の他、各種相談窓口に当たる職員等が、精神保健福祉の基礎的知識を有し、精神
的な危機にある方に適切に対応できるよう資質の向上が求められています。
 本市では、各種相談窓口に当たる職員等の資質の向上のため、区役所において、
複雑化、多様化している精神保健福祉相談に対してより迅速で専門的な対応を行え
るよう、各区役所の福祉事務所に精神保健福祉士を派遣し、職員に対応についての
助言、研修等を行っております。

 各種相談窓口に当たる職員が、
精神的な危機にある方に適切に対
応できるようにするために、研修
実施等を通じて、資質の向上を図
る必要があります。

各種相談窓口に当たる職員が、精
神的な危機にある方に適切に対応
できるようにするために、研修実
施等を通じて、資質の向上を図り
ます。

精神保健福祉基礎研修
精神保健福祉士をの区役所派遣事
業

・地域保健スタッフの資質の向上

市民の身近な相談窓口に
おけるゲートキーパーの
養成の促進

 多くの市民と接する可能性があ
る各種相談窓口の相談員や、地域
包括支援センター等関係機関職員
を対象に、自殺の危険を示すサイ
ンに気づき、適切な対応を図るこ
とができる人材「ゲートキー
パー」を養成するための研修を開
催します。

 自殺対策の専門家として直接的に自殺対策に関わる職員の資質の向上を図ること
だけでなく、自殺の危険を示すサインに気付き、声を掛け、話を聞き、必要に応じ
て専門家につなぎ、見守る「ゲートキーパー」の役割を担う人材等を幅広い分野で
養成することが求められています。
 現在、本市で実施しているゲートキーパー研修では、ロールプレイやグループ
ワークを通し学ぶことができ、より実践に対応できる知識やスキルを習得できたと
いう感想もあり、有効な研修手法であると考えられることから、継続して実施する
ことが望ましいと考えられます。

 直接的に自殺対策に関わる職員
の資質向上を図るだけでなく、幅
広い分野でゲートキーパーの役割
を担う人材等を養成する必要があ
ります。

 引き続き、多くの市民と接する
可能性がある各種相談窓口の相談
員や、地域包括支援センター等関
係機関職員を対象に、ゲートキー
パーの養成を実施します。

各種相談窓口の相談員等への周知 ・ゲートキーパーの養成

教員等におけるゲート
キーパーの養成の促進

 児童生徒と日々接している学級
担任や、養護教諭、さわやか相談
員等に対し、自殺の危険性の高い
児童生徒のサインに気づき、適切
な対応を図ることができるよう研
修を行います。

 本市における20歳未満の自殺死亡率は全国の上位20〜40%に位置し、児童生徒の
自殺が課題となっています。児童生徒と日々接している学級担任等の学校職員にお
いて、自殺の危険を示すサインに気付き、声を掛け、話を聞き、必要に応じて専門
家につなぎ、見守る「ゲートキーパー」の役割を担う人材等を養成することが求め
られています。

 自殺の危険性の高い児童生徒の
サインに気づき、適切な対応を図
るため、児童生徒と日々接してい
る学校職員を対象に「ゲートキー
パー」を養成する必要があります

 引き続き、小・中、中等教育・
高等・特別支援学校教員を対象
に、ゲートキーパーの養成を実施
します。

教員等を対象としたゲートキー
パー養成研修

・教職員に対する普及啓発等

地域の支援者への普及啓
発の実施

地域の中で活動する民生委員等
地域の支援者を対象に、心の健康
づくりや自殺予防についての普及
啓発を行います。

 自殺対策を幅広く推進するためには、相談窓口等の職員だけでなく、民生委員等
の地域の支援者に対しても心の健康づくりや自殺予防に関する普及啓発を行い、相
談窓口では把握できない環境でも取組を実施できるようにすることが求められてい
ます。

 民生委員等の地域の支援者を対
象に、心の健康づくりや自殺予防
に関する普及啓発を行う必要があ
ります。

 民生委員等の地域の支援者を対
象に、講座等を通じて、心の健康
づくりや自殺予防に関する普及啓
発を行います。

地域支援者への普及啓発 ・民生委員・児童委員等への研修

３ 早期対応の中心的役割を果たす人材の養成

４



施策の方向性 今後の取組
（参考）

国の自殺総合対策大綱
分野別施策 内容 現状 課題

地域における心の健康づ
くりの推進

 ヘルスプラン２１（第２次）
に基づき、市民の健康の保持増進
に向けた取組をさらに推進しま
す。また、シルバーバンク等
高齢者世代の社会参加や生きがい
づくりを支援します。

 自殺の原因となる様々なストレスについて、さいたま市ヘルスプラン２１（第２
次）に基づき、ストレス要因を軽減させたりストレスへの適切に対応するための情
報を、市民に向けて発信しています。また、高齢者が元気に活躍するまちを作るた
めに、セカンドライフ支援センターを運営しています。
 「令和３年度調査」の結果では、「睡眠により休養を十分とれない人」の割合は
22.7%となっており、平成28年度の27.1%から改善が見られますが、目標値の18%
には届いていない状況です。また、「自分の気持ちや悩みを打ち明ける相談相手の
有無」について「いない」と答えた人の割合は、男性では70歳代が、女性では60歳
代が他の年代より有意に高くなっています。また、これらの年代は、「生きがい・
やりがいの有無」についても「持っていない」と答えた人の割合も高くなっていま
す。一方、「地域の人々は問題が生じた場合、力を合わせて解決しようとするか」
という問いについては男性、女性ともに高齢になるほど「そう思う」と答えた割合
が多くなっています。
 さいたま市ヘルスプラン２１（第２次）は令和５年度に計画期間が終了するた
め、現在、次期計画の策定を進めています。
 

 さいたま市ヘルスプラン２１
（第２次）の次期計画と連携を取
りながら、市民の健康保持増進に
向けた取組を進める必要がありま
す。
 特に高齢者世代について、地域
における取組を推進する必要があ
ります。

 さいたま市ヘルスプラン２１
（第２次）の次期計画の「休養・
こころの健康」分野と連携した取
組を実施します。
 高齢者世代を対象とし地域社会
活動への参加機会を拡大する取組
を行います。

こころの健康づくりの推進
セカンドライフ支援事業（旧シル
バーバンク）

・地域における心の健康づくり推進体制の整
備

家庭における心の健康づ
くりの推進

 家庭における子どもの心の健康
の健やかな成長発達のため、育児
不安の軽減や親子関係を改善する
ための支援を実施します。

 さいたま市における平成28年から令和４年の原因・動機別の自殺者数の推移をみ
ると、徐々に減少してはいますが、健康問題、経済・生活問題に次いで家庭問題が
多い傾向があります。
 特に子どもの心の健康の健やかな成長発達には、家庭における親子関係が重要で
す。そのため、直接子どもに対して行う教育のほか、保護者を対象とした育児不安
の軽減や親子関係の改善のための取組を実施しています。

 引き続き、子どもだけでなく、
保護者も含めた親子関係改善のた
めの取組を実施する必要がありま
す。

 子どもだけでなく、親子関係の
改善が望まれる思春期以下の子ど
もをもつ保護者も対象とした取組
を継続して実施します。

インクル―シブ子育て支援モデル
事業
親子関係改善プログラム
子どもの心理教育プログラム
産婦新生児訪問と産後うつスク
リーニング等

学校における心の健康づ
くりの推進

 相談室の設置やスクールカウン
セラー、スクールソーシャルワー
カー、さわやか相談員等の配置
等、学校における相談体制の充実
を図るとともに、学校精神科医や
学校産婦人科医による専門的な指
導・助言を推進します。

 さいたま市における平成28年から令和４年の原因・動機別の自殺者数の推移か
ら、学校問題は他原因に比べて少数であり、年によって変動していますが、依然と
して根強くある問題です。
 児童生徒や保護者、教職員を対象とした相談を行うため、さわやか相談員やス
クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを配置するなど、学校における
相談体制を整備し、それぞれの役割を担って、相談・支援を実施しています。
 令和４年度におけるさわやか相談員の相談延べ件数は、12月末時点で10万件を超
え、スクールソーシャルワーカーが継続的に関係機関と連携して支援したケースも
1500件を超えています。
 また、児童生徒の健康問題に対し、専門的な指導・助言等を行うため、依頼の
あった市立学校に学校精神科医及び学校産婦人科医の派遣を行っています。

 学校における相談体制を引き続
き活用し、児童生徒や保護者、教
職員への相談・助言を行っていく
必要があります。
 専門的な指導・助言等を行うた
めの取組が必要です。

 さわやか相談員やスクールカウ
ンセラー等の学校における相談体
制を維持し活用していきます。
 専門的な指導・助言等を行うた
め、学校精神科医・学校産婦人科
医による取組を行います。

教育相談
学校精神科医、学校産婦人科医に
よる健康相談、健康指導

・学校における心の健康づくり推進体制の整
備
・学生・生徒等への支援の充実
・SOSの出し方に関する教育の推進

４ 心の健康づくりの推進

５



施策の方向性 今後の取組
（参考）

国の自殺総合対策大綱
分野別施策 内容 現状 課題

職場における心の健康づ
くりの推進

 産業保健と連携した、心の健康
づくりに関する勤務者向け講演会
や広報物配布による啓発ととも
に、中小企業を中心に福利厚生や
労働環境をはじめとした支援を推
進します。

 さいたま市における平成28年から令和４年の原因・動機別の自殺者数の推移か
ら、年による変動はありますが、勤務問題も一定数、継続して見られる問題です。
 国は過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続けることの
できる社会の実現のため、「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に基づ
き、過労死等の防止のための対策を推進しています。この大綱は平成30年に続き、
令和３年に変更され、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う対応や働き方の変化
を踏まえた過労死等防止対策の取組の推進、新しい働き方であるテレワーク、副
業・兼業、フリーランスについて、ガイドラインの周知などにより、過重労働にな
らないよう企業を啓発していくことなどが盛り込まれています。また、パワーハラ
スメントやセクシュアルハラスメント等のハラスメントはあってはならないという
方針の明確化や、ハラスメント事案が生じた事業所に対する適切な事後対応及び再
発防止の取組について指導の徹底を図っています。
 さいたま市では関係団体・関係機関との連携による勤労者に対する講演会での啓
発活動や、中小企業の相談に対応する窓口を設置し企業を支援する等の取組を実施
しています。

 労使ともに対する長時間労働の
是正やハラスメント対策の普及啓
発や相談支援を強化する必要があ
ります。

 現在の取組を活かしながら、長
時間労働の是正、ハラスメント対
策の強化につなげていきます。

産業保健と連携した講演会
勤労者に対するメンタルヘルス
リーフレットの配布
中小企業勤労者の福利厚生事業
中小企業の経営環境に関する支援
中小企業相談窓口の周知
長時間労働の是正やハラスメント
対策

・経営者に対する相談事業の実施等

大規模災害における被災
者の心のケア

 大規模災害の被災者は、様々な
ストレス要因を抱えることとなる
ため、心のケアを中心とした包括
的な支援を進めます。

 大規模災害の被災者は、様々なストレス要因を抱え、心の健康に影響を及ぼすこ
とが知られていますが、第２次さいたま市自殺対策推進計画においては具体的取組
が定義されていません。

 大規模災害の被災者に対する市
の取組をまとめ、次期計画で定義
する必要があります。

 既に市で実施している取組を含
め、次期計画において大規模災害
の被災者に向けた取組を改めて定
義します。

 改めて定義した大規模災害の被
災者に向けた取組を踏まえ、内容
について精査します。

・大規模災害における被災者の心のケア

６



（仮称）第３次さいたま市自殺対策推進計画の骨子案

精神保健医療福祉を
担う人材の養成

 保健・医療・福祉のネットワー
クを構築するとともに、精神保健
福祉を担う関係者の資質の向上を
目的に研修を実施します。

 本市では、地域における精神保健福祉体制強化のため、家族、当事者、地域の支
援機関、行政機関のネットワークづくりのため連絡会を実施しております。自殺に
至る背景には、体調問題や生活問題等、様々な分野の問題が関連していることか
ら、自殺対策を効果的に推進するためには、保健・医療・福祉のネットワークを構
築し、支援者の資質の向上を図ることが求められています。

 自殺対策を効果的に実施するた
めには、ネットワークを構築し、
保健、精神科医療、福祉等の連携
が円滑に行われることが必要で
す。
 また、支援者の資質の向上を図
ることも必要です。

 保健、精神科医療、福祉等の連携
が円滑に行われるよう研修等を通じ
て、ネットワークの構築を図りま
す。
 また、支援者の資質の向上を図る
ため、研修を実施します。

精神保健福祉ネットワーク連絡会
精神保健福祉士の区役所派遣事業
精神保健福祉専門研修
地域支援研修

・精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性の向上

精神疾患や発達障害の早
期支援

 ライフステージに応じて、うつ
病等の精神疾患や発達障害の早期
支援を推進します。

 WHOによると、自殺で亡くなった人のうち、精神障害のある人は90%であり、
特にうつ病とアルコール依存症は自殺と関連の深い精神障害と言われています。ま
た、発達障害もその障害特性から、生きづらさを抱えていることが多く、適切な支
援を必要としています。
 精神障害の重症化の防止や自殺のリスクを低減するためには、電話相談や訪問相
談等、ライフステージに応じた様々な方法による早期からの支援が求められていま
す。

 精神障害や発達障害に関して、
ライフステージに応じた早期から
の支援を行うために、電話相談や
訪問相談等、様々な方法による支
援を実施する必要があります。

 引き続き、精神障害や発達障害に
関して、ライフステージに応じた早
期からの支援を行うために、精神障
害や発達障害に関連した多様な場と
方法によって、相談を実施していき
ます。

うつ病家族教室
精神保健福祉相談
子どもの精神保健相談室
お母さんの心の健康相談
産婦新生児訪問と産後うつスク
リーニング等

・うつ病等についての普及啓発の推進

アルコール・薬物等の依
存症対策の推進

 依存症に悩む方及びその家族を
対象にした支援とともに情報交換
会や相談受付等、依存症対策の環
境づくりを推進します。

 アルコール依存症はうつ病とともに、特に自殺と関連の深い精神障害と言われて
います。また、依存症からの回復のためには、家族の支援も重要視されています。
 アルコールや薬物など依存症に関する問題を抱える方への直接的な支援だけでな
く、その家族等を対象とした支援を実施することが求められています。
 また、支援者も依存症に関する正しい知識を持ち、適切に対応することが求めら
れています。

 依存症は自殺と関連が深い精神
疾患であるため、依存症の当事者
や家族に対する支援が引き続き必
要です。
 また、支援者が適切に対応でき
るよう資質の向上を図る必要があ
ります。

 引き続き、依存症の当事者や家族
に対する支援を様々な場と方法に
よって実施します。
 また、支援者の資質の向上を図る
ため、研修や事例検討会等を実施し
ます。

アルコール関連問題等特定相談
ＨＡＰＰＹプログラム
依存症関連機関情報交換会
アディクション研修
依存症家族教室
依存症関連機関事例検討会

慢性疾患患者等に対する
支援

 慢性疾患に苦しむ患者からの相
談を適切に受けるとともに、
その養育者の不安軽減に取り組み
ます。

 従前から慢性疾患を持つ人は、自殺のリスクが高いことは指摘されています。ま
た、2022年6月に厚生労働省から発表された第3期がん対策推進基本計画中間評価
において、がん患者では一般人口と比較して2.7倍の自殺者がいることが示され、
自殺のリスクが高いがんや慢性疾患患者等への支援が求められています。

 自殺リスクが高いがんや慢性疾
患患者に対する支援が必要です。

 がん患者や慢性疾患患者、その養
育者に対する支援を実施します。

慢性疾患の子どもと親の交流会
小児ピアカウンセリング事業
難病相談

・がん患者、慢性疾患患者等に対する支援

子どもの精神保健相談体
制の強化

 子どもの心の健康相談につい
て、きめ細やかな相談窓口の設
置・充実を図り体制を強化しま
す。

 本市における20歳未満の自殺死亡率は全国の上位20〜40%に位置し、児童生徒
の自殺が課題となっていることから、子どもの心の健康相談に対して、きめ細やか
に対応できる相談体制の整備が求められています。

 子どもの心の健康相談に対し
て、きめ細やかに対応できる相談
体制の整備が必要です。

 引き続き、子どもの心の健康相談
に関する相談窓口を開設し、相談に
対して、きめ細やかな対応ができる
ように体制を整備します。

子どもの精神保健相談室 ・子どもに対する精神保健医療福祉サービスの提供体制の整備

精神保健医療福祉体制の
強化

 地域全体での精神保健医療福祉
体制の強化のため、家族、当事
者、地域の支援機関、行政機関の
ネットワークづくりを強化しま
す。

 警察庁自殺統計によると、本市における令和4年の自殺の原因・動機は、健康問
題、経済生活問題、家庭問題、勤務問題など多岐にわたっており、自殺に至る背景
は、様々な分野の問題が関連していることがわかります。
 複合的な問題に対応し、自殺対策を効果的に推進するためには、保健・医療・福
祉のネットワークを構築し、地域全体での精神保健医療福祉体制の強化を図ること
が求められています。

 自殺対策を効果的に実施するた
めには、保健、精神科医療、福祉
等の連携が円滑に行われることが
必要です。

 保健、精神科医療、福祉等の連携
が円滑に行われるよう研修や会議等
を通じて、ネットワークの構築を図
ります。

精神保健福祉士の区役所派遣事業
依存症関連機関情報交換会

精神保健福祉ネットワーク連絡会
関係機関ネットワークの構築・
強化

・精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動性の向上

５ 適切な精神保健医療福祉の確保

（参考）
国の自殺総合対策大綱のポイント

今後の取組施策の方向性課題現状内容分野別施策
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今後の取組施策の方向性課題現状内容分野別施策

ライフステージに応じた
相談窓口の充実

 自殺に関係する相談は、年齢、
性別、職業等、相談者によってそ
の内容が大きく異なります。その
ため、相談者のライフステージに
応じた様々な相談窓口を充実し、
適切な相談窓口の体制づくりに取
り組みます。

 自殺対策を推進するためには、社会全体の自殺のリスクを低下させることが求め
られています。精神障害者や生活困窮者、ひとり親家庭への支援や、ひきこもり、
児童虐待、性犯罪・性暴力の被害者、性的マイノリティ、ケアラーやヤングケア
ラーへの支援、インターネット上の誹謗中傷への対応等、相談者のライフステージ
や状況に応じた様々な相談窓口を充実させることが求められています。

 社会全体の自殺のリスクを低下
させるため、相談者のライフス
テージや状況に応じた様々な相談
窓口を充実させる必要がありま
す。

 引き続き、相談者のライフステー
ジや状況に応じた様々な相談窓口の
充実を図ります。また、直接的に
は、自殺に関する相談と結びつかな
い相談窓口においても、自殺のリス
クを低下させる役割を担っていると
の意識の醸成を図ります。

こころの電話相談
精神保健福祉相談
精神科救急医療相談
健康相談
不妊相談事業
家庭児童相談室・その他ひとり親
家庭等の支援
子育て不安電話相談
未熟児・障害を持った児等への
家庭訪問や電話相談による支援
障害者生活支援センターの設置
障害者相談の推進
市民相談、人権相談
地域包括支援センターによる総合
相談支援業務及び権利庇護業務

・うつ病等についての普及啓発の推進
・ひきこもりの方への支援の充実
・ひとり親家庭に対する相談窓口の充実等
・自殺対策に資する居場所づくりの推進
・居場所づくりとの連動による支援
・子どもへの支援の充実
・若者への支援の充実

各種相談窓口の相互の連
携の強化

 各相談窓口間での連携を強化
し、自殺関連の相談を受けたとき
の対応等についての検討や、関係
機関や関係者を含めた事例検証を
進めます。

 自殺に至る背景には、健康問題や生活問題等、様々な分野の問題が関連している
ことから、各相談窓口間での連携を強化し、制度の狭間にある人等が確実に支援を
受けられる体制を整備し、地域全体の自殺リスクを低下させることが求められてい
ます。

 地域全体の自殺リスクを低下さ
せるため、各相談窓口間の連携を
強化し、制度の狭間にある人等が
確実に支援を受けられる体制を整
備する必要があります。

 各相談窓口間の連携を強化するた
めに、関係機関や関係者を含めた自
殺に関連する事例の検証を行い、適
切な支援方法等について検討しま
す。

自殺に関する事例検討会の開催
（再掲）

・地域における心の健康づくり推進体制の整備

相談窓口情報の分かりや
すい周知

 市報や、情報誌、ホームペー
ジ、パンフレット等を通じて、相
談窓口に関する情報を広く分かり
やすく周知します。

 平成27年度インターネット調査では、「死んでしまいたいほどの悩みを抱えた
ときの相談先」として①公的機関の相談員については、12.1％②いのちの電話など
の専門の電話相談員は、11.6%、③「特に思い浮かばない、わからない」が38%
だったものが、令和4年度インターネット調査にて同項目について、①は17.3%と
5.2%増加、②は、16.0%と4.4%増加③は30.5%と7.5%低下しております。③につい
ては減ってはおりますが、全体の3割がわからないという現状があるため、相談窓
口情報の分かりやすい周知が求められています。
 なお、本市では、令和4年度に相談窓口情報の周知のため、心や体の健康相談窓
口のほか、生活問題・経済問題に対応した本市が設置する相談窓口の一覧を掲載し
たリーフレットを5,000部作成し、市民向けに配布しました。また、同様の内容を
市ホームページに掲載し、市民向けに相談窓口の情報を周知し、自殺対策強化月間
に市報で情報の発信を行っています。
 この他に、随時、国や埼玉県等から送付されたリーフレット等を関係課を通じ
て、市民向けに配布しています。

 自殺には、様々な社会的問題も
関連するため、それらに対応した
相談窓口に関する最新の情報を市
民に発信する必要があります。

 引き続き、様々な相談窓口に関す
る最新の情報を収集し、市民に対し
て、様々な媒体を通じて発信しま
す。

相談窓口の一元的な情報発信
子育て関連窓口の周知
人権相談の周知
市民生活相談の周知
心の健康に関する相談窓口や医療
機関の紹介
女性の悩み相談等の周知

・地域における相談体制の充実と支援策、相談窓口情報等の分かりやすい
発信

気づきと見守りの地域づ
くり

 地域の中で身近な人の自殺のサ
インに気づき、必要な支援ができ
るよう、地域包括支援センター
や、各種地区組織、シルバー人材
センター等の機関を中心とした地
域ぐるみでの体制を構築します。
また、住民登録や行政に相談した
記録もなく、さらには地域とのつ
ながりが希薄な世帯について、相
談窓口の周知やライフライン事業
者等の協力の下、行政情報のない
要支援世帯の早期発見・通報に取
り組みます。

 厚生労働省が実施している「自殺対策に関する意識調査」内の「悩みを抱えたと
きやストレスを感じたときに，誰かに相談したり，助けを求めたりすることにため
らいを感じるか」という項目について、平成28年度の調査では、「そう思う」と
答えた者の割合は 15.8％、「どちらかというとそう思う」と答えた者の割合は
31.1％、両者を合わせた『そう思う』と答えた者の割合は 46.9％となっており、
令和3年度の調査では、「そう思う」と答えた者の割合は 13.1％、「どちらかとい
うとそう思う」と答えた者の割合は 25.7％、両者を合わせた『そう思う（計）』
は 38.8％と8.1%低下しております。
 誰かに相談したり、助けを求めたりすることにためらいを感じる人の割合は低下
していますが、なかなか相談に結びつかない人も一定数存在しています。
 また、行政への相談記録がなく、地域とのつながりが希薄な場合、自殺につなが
るサインが見落とされやすくなる可能性が高まります。

 地域の中で自殺につながるサイ
ンに気づき、適切な相談窓口につ
なげることのできる体制の構築が
必要です。

 認知症サポーターや民生委員・児
童委員、地域包括支援センター及び
在宅介護支援センター等、地域で活
動を行っている人や機関を中心に、
自殺につながるサインに気づき、適
切な相談窓口につなげることのでき
る体制を構築します。

認知症サポーター養成事業
地域包括支援センター及び在宅介
護支援センターによる見守り活動
既存の各種地区組織との協力と連
携
高齢者の傾聴事業
孤立死の防止対策

・介護者への支援の充実
・自殺対策に資する居場所づくりの推進
・居場所づくりと連動による支援
・うつ等のスクリーニングの実施

６ 社会的な取組の促進
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いじめや虐待等を苦にし
た子どもの自殺の予防

 子どもがいつでも不安や悩みを
打ち明けられるような相談窓口を
引き続き設置するとともに、学
校、地域、家庭が連携して、いじ
めや虐待を早期に発見し、相談が
できる地域ぐるみの体制を整備し
ます。

 厚生労働省の「令和３年版自殺対策白書」によると、児童・生徒の自殺の原因・
動機として最も多いのは「学校問題」であり、次いで、「家庭問題」となっていま
す。
 子どもの自殺につながる要因としては、ひきこもり等の子ども自身の状況や、虐
待やひとり親家庭、ヤングケアラーといった子どもの家庭に関連する問題等、様々
なものが考えられ、それぞれについて適切な支援が求められています。
 また、子ども自身が相談しやすくなるよう、電話や対面での相談だけでなく、
SNSを活用した相談窓口の充実も求められています。

 子どもが様々な不安や悩みをい
つでも打ち明けられるような相談
窓口を設置するとともに、学校、
地域、家庭が連携して、子どもが
抱える自殺のリスクをに発見し、
相談ができる地域ぐるみの体制の
充実が必要です。

 子どもが様々な不安や悩みをいつ
でも打ち明けられるよう、様々な方
法で相談できる窓口を設置するとと
もに、学校、地域、家庭が連携し
て、子どもが抱える自殺のリスクを
を早期に発見し、相談ができる地域
ぐるみの体制の充実を図ります。

児童虐待等に係る窓口の周知
さいたま市24時間子どもSOS窓
口
24時間児童虐待電話相談
一般相談（来所相談・電話相談）

・地域における相談体制の充実と支援策、相談窓口情報等の分かりやすい
発信
・いじめを苦にした子どもの自殺の予防

性的マイノリティ、
性犯罪・性暴力の被害者
への支援の充実

 性犯罪、性暴力、さらに自殺念
慮の割合が高いとされている性的
マイノリティ（LGBT）につい
て、無理解や偏見等の緩和のた
め、啓発、情報提供、相談体制整
備等の支援をさらに充実します。

 日本財団が令和5年4月に公表した「第5回自殺意識全国調査調査結果」による
と、性被害経験のある人は、性被害経験のない人に比べて、希死念慮が37%高く、
トランスジェンダー・ノンバイナリーの人はシスジェンダー男女よりも多くの割合
で希死念慮を持ったことが示されています。
 また、性的マイノリティや性犯罪・性暴力の被害者に対する差別や偏見、無理解
も根強く、自殺のリスクを高める要因のひとつとなっています。
 さいたま市においては、専門相談員による相談を実施し、市立学校教員に対して
は、研修等を通じて、理解を図り、児童生徒への指導について周知を図りました。

 性的マイノリティや性犯罪・性
暴力の被害者に対する理解を促す
ための啓発活動を行い、相談支援
体制の充実を図ることが必要で
す。

 性的マイノリティや性犯罪・性暴
力の被害者への理解を促すための啓
発活動を行うとともに、専門相談員
における相談の充実を図ることや、
各相談窓口との連携を図りながら、
相談体制の充実を図ります。

女性の悩みの電話相談等
市立学校教職員への啓発活動

・自殺や自殺関連事象等に関する正しい知識の普及
・教職員に対する普及啓発等
・児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実
・性的マイノリティへの支援の充実
・ＳＯＳの出し方に関する教育等の推進
・若者への支援の充実
・困難な問題を抱える女性への支援

経済・生活問題を抱える
人への支援の充実

 経済・生活問題は自殺の要因の
1つとも考えられ、消費生活セン
ター、労働相談窓口、ワークス
テーションさいたま（さいたま市
ふるさとハローワーク）等の各関
係組織での取組を支援するととも
に、融資や就業支援といった支援
も充実します。

 さいたま市の自殺者数のうち、無職者・失業者が占める割合は全国の上位10%以内であ
り、経済・生活問題を抱える人への支援の充実が求められています。
 さいたま市においては、各区に設置されている生活困窮者の相談窓口である「福祉まる
ごと相談窓口」において、令和4年度は10月時点で3,658件の相談を受けています。
 また、生活の困りごと（法律相談）と、それに伴って生じるこころの健康問題を同時に
相談できるよう、「暮らしの困りごとと、こころの総合相談会」を令和4年度に6回実施
し、53件の相談がありました。
 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経済・生活問題に関する市民の相談ニー
ズが高まっていることから、様々な相談に対応できる相談窓口の整備や就業支援等の具体
的な支援の充実が求められています。

 経済・生活問題は自殺の要因の
1つと考えられており、本市にお
ける自殺死亡率の分析の中でも、
無職者・失業者の自殺死亡率の高
さは課題であり、経済・生活問題
を抱えるあらゆる人への支援の充
実を進めていく必要があります。

 経済・生活問題は複数の要素が重
なり合い生じる可能性が高いため、
多様な場と方法により、包括的に経
済・生活問題の相談に対応できる体
制を整備します。

消費生活総合センターの周知
労働相談情報の周知
消費生活講座等の開催
職業的自立支援事業
内職等相談
消費生活相談
勤労者支援資金融資事業
中高年齢者就業支援事業
生活保護に関する相談
生活困窮者自立支援事業
暮らしとこころの総合相談会

・職場におけるメンタルヘルス対策の推進
・多重債務の相談窓口の整備とセーフティネット融資
の充実
・失業者等に対する相談窓口の充実
・法的問題解決のための情報提供の充実
・生活困窮者への支援の充実

困難な問題を抱える女性
への支援

 コロナ禍で顕在化したDVや生
活困窮等の困難な問題を抱える女
性への支援を行います。

 日本における女性の自殺者数は令和2年に2年ぶりに増加し、令和3年も更に前年を上回っ
ています。
 また、全国の配偶者暴力相談支援センターと「DV相談プラス」に寄せられたDV（配偶者
暴力）相談件数を合わせると，令和2年度は190,030件で，前年度比で約1.6倍に増加してい
ます。
 こういった現状を踏まえ、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によって顕在化した課
題に対応するため、令和6年4月から「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が
施行され、「困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関する基本的な方針」が策
定されます。
 本市では、第2次さいたま市自殺対策推進計画に「困難な問題を抱える女性への支援」が
位置付けられていないことから、国の動向を注視しつつ、次期計画において具体的な取組
の定義を行うことが求められています。

 困難な問題を抱える女性への支
援に関する市の取組をまとめ、次
期計画で定義する必要がありま
す。

 既に市で実施している取組を含
め、次期計画において困難な問題を
抱える女性に向けた取組を改めて定
義します。

 改めて定義した困難な問題を抱
える女性への支援に関する取組を
踏まえ、内容について精査しま
す。

・妊産婦への支援の充実
・コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性支援
・困難な問題を抱える女性への支援
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自殺未遂者支援に係る地
域連携

救急病院に搬送された自殺未遂
者の再企図防止のため、関係機関
との連携や、相談支援体制を強化
します。

 自殺未遂は、自殺に至る最も明確な危険因子であることが、国内外の多くの調査
研究により示されており、本市の令和4年における自殺者数における男女別自殺未
遂歴の割合については、男女ともに約２０％を占めています。自殺未遂者の再企図
防止のために、自殺未遂者を速やかに精神科医療につなぐことのできる体制の整備
や医療と地域の連携による包括的な支援が求められています。

 自殺未遂者の再企図防止のた
め、自殺未遂者を速やかに精神科
医療につなぐことのできる体制の
整備や医療と地域の連携による包
括的な支援が必要です。

 自殺未遂者の再企図防止のため、
引き続き、自殺未遂者を速やかに精
神科医療につなぐことのできる体制
の整備と、医療と地域の連携による
包括的な支援体制の整備を実施しま
す。

自殺対策医療連携事業 ・精神保健医療福祉サービスを担う人材の養成など
精神科医療体制の充実
・地域の自殺未遂者等支援の拠点機能を担う医療機関の整備
・医療と地域の連携推進による包括的な未遂者の支援の強化

家族等の身近な人の
見守りへの支援

 自殺未遂者の家族や身近な人へ
の支援を行い、再企図の防止に取
り組みます。

 諸外国の実証研究においても、家族等の支援を受けた自殺未遂者の自殺関連行動
や抑うつ感が改善したとの報告があることから、自殺未遂者の家族や身近な人によ
る見守りが行えるような相談支援の整備が求められています。
 また、自殺未遂者の家族や身近な人も、心理的に強い影響を受けているため、自
殺未遂者の周囲の人への支援体制の充実も求められています。

 自殺未遂者の再企図防止のため
に、身近な人への見守りの支援
や、身近な人自身の相談を行うこ
とができる体制の整備が必要で
す。

 自殺未遂者の身近な人への見守り
の支援や、身近な人自身の相談を行
うことができる体制の整備を実施し
ます。
 また、自殺予防週間や自殺対策強
化月間等の機会に、身近な人を支え
るための啓発を行います。

家族等、身近な人の見守りへの支
援

・家族等の身近な支援者に対する支援

自死により遺された
人たちへの心のケア

   身近な人の自殺により苦しみや
不安を感じている遺族や周囲の人
に対して、相談窓口を設置すると
ともに、適切な心のケアを行いま
す。

 １人の自殺により、家族や身近な人の少なくとも５人が強い心理的影響を受ける
と言われており、自死遺族は、うつ病、PTSD、不安障害、アルコール依存症など
の精神科疾患を発症するリスクも高まります。
 身近な人の自殺により苦しみや不安を感じている遺族や周囲の人に対して、適切
な心のケアを行うことが求められています。

 引き続き、身近な人の自殺によ
り苦しみや不安を感じている遺族
や周囲の人に対して、適切な心の
ケアを行うことが必要です。

 自死により遺された人たちへの心
のケアは、迅速に行う必要があるた
め、適切な相談窓口の周知と適切な
心のケアを実施します。

自死遺族相談

学校、職場での事後対応
の推進

  学校や職場において、自殺未遂
等発生した場合には、生徒や教
師、職員の精神的なケアも必要と
なるため、相談窓口等の事後対応
を促進します。

 学校や職場において自殺があった場合、周囲の人に対して的確な心理的ケアを行
うとともに、遺族等に対しても、意向を丁寧に確認しつつ、遺族等に寄り添った適
切な対応を行うことが求められています。

 学校や職場において自殺があっ
た場合、周囲の人や遺族等に対し
て、適切に対応する必要がありま
す。

 学校や職場への支援や相談窓口の
周知を実施します。
 また、遺族等がケアラーやヤング
ケアラーであった場合の支援を強化
します。

学校・職場での事後対応への支援
ヤングケアラーとなっている遺児
の支援強化

・学校・職場での事後対応の促進

遺族等のための情報提供
の推進

   遺族等が必要とする支援・地域
支援機関等に係る情報提供を推進
します。

 自死遺族の支援の際には、遺族の心理や反応に関する情報や遺族が行うこととな
る諸手続きに関する情報、遺族の自助グループ等に関する情報、遺族のメンタルヘ
ルスに関する情報等、遺族の状況に応じて、適切なタイミングで適切な情報を提供
し、心のケアを行うことが求められています。

 遺族等が必要とする情報の提供
に努めるとともに心のケアを行う
ことが必要です。

 相談窓口において、遺族等が必要
とする情報について集積を行い、適
切に情報提供します。

自死遺族相談

７ 自殺未遂者の再企図防止

８ 自死遺族支援
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（参考）
国の自殺総合対策大綱のポイント

今後の取組施策の方向性課題現状内容分野別施策

相談等を行っている
関係団体の活動の支援

    様々な相談活動等を行ってい
る、患者会・家族会・自助グルー
プ等の民間団体に対し、講師派遣
や事例検討会への参加などの活動
支援を行います。

 令和4年度インターネット調査では、死んでしまいたいほどの悩みを抱えたとき
の相談先として①同居家族、②精神科、心療内科などの医師③友人に次いで4番目
にいのちの電話などの専門の相談員が１7.3％となっており、民間団体の相談が上
位に位置付けられており、自殺対策を効果的に実施するためには、地域で様々な相
談等の活動を行っている民間団体の活動をより充実したものとすることが重要であ
ると考えられます。
 地域で様々な相談等の活動を行っている民間団体の活動をより充実したものとす
るために、精神保健に関する知識を深め、適切な対応について学ぶ機会を提供する
等の支援を行うことが求められています。

 民間団体の地域での相談等の活
動をより充実したものとするため
に、講師派遣や事例検討会への参
加等を通じて、活動を支援する必
要があります。

 民間団体等からの要請に応じて、
講師派遣や事例検討会への参加等を
行い、活動を支援します。

患者・家族会、自助グループ等へ
の支援
民間団体への活動支援

・遺族の自助グループ等の運営支援
・民間団体の相談事業に対する支援
・家族や知人、ゲートキーパー等を含めた支援者の
支援

地域における関係機関
関係団体との連携強化

   自殺対策に関する施策を効果的
に実施するため、医療機関や学
校、警察、鉄道事業者などの地域
の関係機関や市民団体等との連携
強化を図ります。

 自殺に至る要因には、精神保健に限らず、様々な分野で生じる問題が関連してい
ます。自殺対策に関する施策を効果的に実施するため、地域の関係機関や市民団体
等との連携強化を図ることが求められています。
 セーフコミュニティ認証取得事業において、「自殺予防」を1つの重点課題とし
て、市民団体、地域団体、企業、関係機関、市などが連携して取り組み、安心安全
なまちづくりを進めています。

 自殺対策に関する施策を効果的
に実施するため、地域の関係機関
や市民団体等との連携を強化する
ことや関係機関に対して、要望活
動等を実施する必要があります。

 地域の関係機関や市民団体等との
連携を強化するために会議等を開催
し、協議会等を通じて、関係機関に
対して、要望活動等を実施します。

 ＷＨＯセーフコミュニティ認証
取得事業
関係機関ネットワークの構築・
強化
鉄道会社への事故防止の働きかけ

・地域における連携体制の確立

市民活動の活性化

    さまざまな市民活動を行って
いる団体や自殺予防・健康づくり
などに取り組んでいる事業所等
へ、活動支援を行うことによっ
て、地域の活性化を促します。

 自殺の原因となる様々なストレスについて、さいたま市ヘルスプラン２１（第２
次）に基づき、ストレス要因を軽減させたりストレスへの適切に対応するための情
報を、市民に向けて発信しています。また、高齢者が元気に活躍するまちを作るた
めに、セカンドライフ支援センターを運営しています。
 「令和３年度調査」の結果では、「自分の気持ちや悩みを打ち明ける相談相手の
有無」について「いない」と答えた人の割合は、男性では70歳代が、女性では60
歳代が他の年代より有意に高くなっています。これらの年代は、「生きがい・やり
がいの有無」についても「持っていない」と答えた人の割合が高くなっています。
一方、「地域の人々は問題が生じた場合、力を合わせて解決しようとするか」とい
う問いについては男性、女性ともに高齢になるほど「そう思う」と答えた割合が多
くなっていることから、市民活動の活性化を通じた地域の活性化が求められていま
す。

 さいたま市ヘルスプラン２１
（第２次）の次期計画と連携を取
りながら、市民の健康保持増進に
向けた取組を進める必要がありま
す。
 特に高齢者世代について、地域
における取組を推進する必要があ
ります。

 市民の健康保持増進に向けた取組
を進めるため、様々な市民活動を
行っている団体や自殺予防・健康づ
くりなどに取り組んでいる事業所等
へ活動支援を行います。

    ヘルスプラン２１サポーター
（健康づくりに取り組む民間団
体・事業所等）の活動支援

・地域プラットフォームが相互に相互に協力するための地域横断的なネッ
トワークづくり

９ 民間団体との連携強化
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（ 仮 称 ） 第 ３ 次 さ い た ま 市 自 殺 対 策 推 進 計 画  骨 子 案 概 要

１．計画策定の目的 

平成 18 年 10 月に自殺対策基本法が施行されて以降、「個人の問題」と認識されがちであった自殺は広く「社会

の問題」として認識されるようになり、国を挙げた対策が推進された結果、全国の自殺者数はピーク時の３万人台

から２万人台まで減少しました。また、平成 28 年４月の改正自殺対策基本法では、自殺対策を「生きるための包

括的な支援」と新たに位置付けた上で、地方自治体に自殺対策のための計画策定が義務付けられました。本市にお

いては、自殺対策基本法の改正に先駆け、平成 21年３月に「さいたま市自殺対策推進計画」を策定し、期間終了後

の平成 29年度からは「第２次さいたま市自殺対策推進計画」を策定し総合的な自殺対策を推進してきました。 

本市の自殺者数は平成 21 年の 285 人をピークに減少傾向が続いていましたが、令和元年 170 人、令和２年 201

人、令和３年 190 人と令和２年に増加し、高止まりの状況です。全国も同様の傾向であり、新型コロナウイルス感

染症拡大の影響をはじめとする、自殺の要因となり得る様々な問題が悪化したことが指摘されています。 

こうした社会環境の変化や新たな課題等に対応するとともに、これまでの取組をさらに充実・発展させるため、

令和５年度末で計画期間終了となる「第２次さいたま市自殺対策推進計画」の次期計画として「（仮称）第３次さい

たま市自殺対策推進計画」を策定します。 

２．計画の期間 

本計画は、特に自殺と関係が深いうつ病等の心の健康に関して取り組んでいる「（仮称）さいたま市次期健康増

進計画」と一体的に取組を推進し、評価は「（仮称）さいたま市次期健康増進計画」におけるこころの健康に関する

市民調査結果を踏まえて総合的に行うため、推進期間は令和６年度から令和 11年度までの６年間とします。 

 

３．基本理念  

自殺総合対策大綱の基本理念、本市の現計画の現状、市民調査の結果を鑑み、以下のとおりとします。 

４．計画の数値目標（仮） 

国の自殺総合対策大綱の数値目標（令和８年までに自殺死亡率（人口 10万人当たりの自殺者数）を平成 27 年と

比べて 30％以上減少する）の減少率等を踏まえ、以下のとおり設定します。 

 

５．計画の基本目標（具体的な取組）  

１ 自殺に関する実態把握 

   実態把握のための調査や、社会的要因を含む統計情報の分析、自殺関連相談の事例検討を行います。 

２ 市民一人ひとりの気づきと見守りの促進 

自殺や心の健康、精神疾患等に関する正しい知識の普及啓発を推進します。 

３ 早期対応の中心的役割を果たす人材の育成 

相談に当たる職員の資質向上や、ゲートキーパー養成を促進します。 

４ 心の健康づくりの推進 

   地域・家庭・学校・職場等における心の健康の保持・増進や長時間労働の是正やハラスメント対策等の環境

改善の推進、大規模災害における被災者の心のケアを実施します。 

５ 適切な精神保健医療福祉の確保 

   精神疾患や発達障害への早期支援、がんや慢性疾患患者等への支援、依存症対策や精神保健医療福祉体制の

強化を行います。 

６ 社会的な取組の促進 

   生活困窮者、多重債務者、ケアラー・ヤングケアラー等の介護者、ひきこもり、ひとり親家庭、性的マイノ

リティ、児童虐待、いじめ、ＤＶ、性犯罪・性暴力被害、インターネット上の誹謗中傷、妊産婦の支援等に関

する相談窓口を充実させるとともに、情報のわかりやすい周知を行います。また、オンラインを含めた孤立を

防ぐための居場所づくりや気づき・見守りの地域づくりに取り組みます。 

７ 自殺未遂者の再企図防止 

自殺リスクの高い自殺未遂者の再企図防止や退院後の支援を行います。 

８ 自死遺族支援 

   身近な人を自殺で亡くした方の支援や学校、職場での事後対応、ヤングケアラーとなっている遺児の支援強

化を促進します。 

９ 民間団体との連携強化 

   相談活動を行っている関係団体の活動への支援や、関係機関・団体との連携強化を行います。 

 

６．重点施策（仮） 

本市における自殺の現状と課題を踏まえ、重点的に取り組まなければならない施策を３つ抽出し、重点施策とし

て実施していきます。 

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６ Ｒ１７
自殺総合対策大綱
（約５年を目途に見直し）
埼玉県自殺対策計画
（約３年ごとに改定予定）

（仮称）さいたま市
次期健康増進計画【12年】

市民調査 中間評価

（仮称）第３次さいたま市
自殺対策推進計画【６年】 計画評価

Ｈ27(実績) H28〜R4 Ｒ5 R6 R7 R8(目標) R9 R10(目標) R11

自殺総合対策大綱 18.5 13.0以下

（仮称）第３次さいたま市
自殺対策推進計画 16.4 11.5以下 計画評価年

11年で30％以上減少

13年で約30％以上減少

（仮）市民一人ひとりが、かけがえのない個人として尊重されるとともに、自殺に追い込まれること

なく、生きがいや希望を持って暮らすことができる地域社会の実現 

（現計画である第２次さいたま市自殺対策推進計画の計画期間は７年） 

１ 若年層（地域自殺実態プロファイルより） 

２ 無職者・失業者⇒生活困窮対策・勤務問題（地域自殺実態プロファイルより） 

３ 女性（自殺統計・地域自殺実態プロファイルより） 
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                                                                             　　　　氏名：　　

No. ページ 分野別施策 意見の内容・修正案等 理由・根拠等

記入例 7

５　適切な精神保健医療
福祉の確保
　慢性疾患患者等に対す
る支援

今後の取組に、「がん患者への周知」を追加。

国の自殺総合対策大綱にも記載があることに加
え、2022年6月に厚生労働省から発表された第3
期がん対策推進基本計画中間評価において、が
ん患者では一般人口と比較して2.7倍の自殺者が
いることが示されているため。

記入例 10 ８　自死遺族支援
遺族の自助グループ等への運営支援についての記載がないが、
内容を盛り込む必要があるのではないか。

国の自殺総合対策大綱にも記載があることに加
え、団体からの要望があるため。

1

2

3

4

5

　　　　　（仮称）第３次さいたま市自殺対策推進計画骨子案に対する意見票

※　 締切は令和５年６月８日（木）とさせていただきます。
       返信用封筒で期日までの返送に御協力御願いします。
※　 様式のデータでの提供を希望する場合、担当まで御連絡ください。

　　　　　　　　担当　    保健衛生局保健部保健衛生総務課
　　　　   　　　　　 　　　保健係　 玉虫、加藤、増田
　　　　               　　　直   通    ０４８－８２９－１２９４
　　　　               　　　Ｆ Ａ  Ｘ 　 ０４８－８２９－１９６７
　　　　    　         　　　Email： hokeneisei-somu@city.saitama.lg.jp
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